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告 示

北九州市告示第１０５号
駐車場の名称等（昭和５６年北九州市告示第６３号）の一部
を次のように改正し、平成１７年４月１日から施行する。
平成１７年３月２５日

北九州市長 末 吉 興 一
第１項の表中
「

３，７６８．４５ １３０台北九州市営 北九州市八幡東区中
平方メートル中央町駐車場 央二丁目４番１８号

を
１，６１８平方メ ６７台北九州市営 北九州市戸畑区新池
ートル浅生１号公園前 一丁目１番

駐車場
」

「

に北九州市営 北九州市八幡東区中 ３，７６８．４５ １３０台
平方メートル中央町駐車場 央二丁目４番１８号

」
改め、第４項の表中
「 「
北九州市営中央町駐 北九州市営中央町駐
車場 車場

を に
北九州市営浅生１号
公園前駐車場

」 」
改め、第５項第１号の表中
「

１台につき１回 １，４７０円時間外
駐 車

を時間内 １台につき
３０分又はその端数ごとに ７０円北九州市営 駐 車

浅生１号公園
１台につき１回 １，０５０円前駐車場 時間外

駐 車
」

「

に時間外 １台につき１回 １，４７０円
駐 車

」
改め、同項第２号の表中
「

８０円券 １１枚 ８００円北九州市営中央町駐
車場

を
７０円券 １１枚 ７００円北九州市営

１２５枚 ７，０００円浅生１号公園前駐
車場

」
「

に北九州市営中央町駐 ８０円券 １１枚 ８００円
車場

」
改め、同項第３号の表中

「
ただし、屋上のみを利用

１箇月 １１，０００円 することができる自動車に北九州市営中央 全 日
あっては、１箇月７，００町駐車場 定期券

３箇月 ３１，３００円 ０円、３箇月１９，９００
を円とする。

北九州市営 全 日
１箇月 ５，０００円浅生１号公園 定期券

前駐車場
」

「
ただし、屋上のみを利用

１箇月 １１，０００円 することができる自動車に北九州市営中央 全 日
町駐車場 定期券 にあっては、１箇月７，００

３箇月 ３１，３００円 ０円、３箇月１９，９００
円とする。

」
改め、第８項ただし書中「よる」を「係る」に、「割合で」を
「額を」に改め、同項第１号中「全額」を「既納の駐車料金の
１０割に相当する額」に改め、同項第２号中「半額」を「既納
の駐車料金の５割に相当する額」に改める。

北九州市告示第１０６号
瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号）
第５条第１項の規定による特定施設の設置の許可申請があった
ので、同条第４項の規定により、その概要を告示し、同条第３
項に規定する事前評価に関する事項を記載した書面を、次のと
おり公衆の縦覧に供する。
なお、当該特定施設の設置に関し利害関係を有する者は、縦
覧期間満了の日までに、北九州市長に、事前評価に関する事項
についての意見書を提出することができる。
平成１７年３月２５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 申請の概要
(1) 申請者
北九州市門司区大里元町２番１号
アサヒ協和酒類製造株式会社門司工場
工場長 長谷川裕寿
(2) 工場又は事業場の所在地及び名称
北九州市門司区大里元町２番１号
アサヒ協和酒類製造株式会社門司工場
(3) 特定施設に関する事項
ア 種類、名称及び能力

種 類 １０号イ 原料処理施設

名 称 浸漬槽（ＭＭ－１０４）

能 力 ２，０００ｋｇ

イ 工事の着手、工事の完成及び使用開始の予定年月日

工事着手予定年月日 許可日以後

工事完成予定年月日 許可日以後

使用開始予定年月日 許可日以後

ウ 使用時間間隔、１日当たりの使用時間及び季節的変動
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使用時間間隔 ８：００～１６：３０

１日当たりの
使 用 時 間 ８時間

季節的変動 無 し

エ 使用時において当該特定施設から排出される汚水等の
１日当たりの通常の量及び最大の量並びに当該汚水等の
汚染状態の通常の値、最大の値等

名 称 浸 漬 槽
（ＭＭ－１０４）

汚 水 量 通常 ４
（? ／日）

最大 ６

水 素 イ オ ン
濃 度 ５ ～ ６

化 学 的 酸 素 通常 ３，０００
要 求 量
（㎎／?） 最大 ５，０００

浮 遊 物 質 量 通常 １，０００
（mg／?）

最大 ２，０００

(4) 汚水の処理施設に関す事項
ア 名称、能力及び処理の方法

名 称 排水処理施設

能 力 １，０００? /日

処 理 の 方 法 嫌気発酵・活性汚泥・重力沈降

イ 工事の着手、工事の完成及び使用開始の予定年月日

工事着手予定年月日 既 設

工事完成予定年月日 既 設

使用開始予定年月日 既 設

ウ 使用時間間隔、１日当たりの使用時間及び季節的変動

使 用 時 間 間 隔 連 続

１日当たりの使用時間 ２４時間

季 節 的 変 動 な し

エ 使用時における当該汚水処理施設による処理前及び処
理後の汚水等の１日当たりの通常の量及び最大の量並び
に当該汚水等の汚染状態の通常の値、最大の値等

処理前 通常 ６３３

汚 水 量 最大 ９３１

（? ／日） 処理後 通常 ６３３
最大 ９３１

水素イオン 処理前 ４ ～ ７
濃 度

処理後 ６ ～ ９

処理前 通常 １，５００
化学的酸素 最大 ２，０００
要 求 量
（㎎／?） 処理後 通常 ３０

最大 ６０

処理前 通常 ９６
浮遊物質量 最大 １９２

（㎎／?） 処理後 通常 ３０
最大 ５０

処理前 通常 ２８
窒素含有量 最大 ５２

（㎎／?） 処理後 通常 １０
最大 ２０

処理前 通常 ７
燐 含 有 量 最大 ２８
りん

（㎎／?） 処理後 通常 ２
最大 ３

(5) 排出水に関する事項
ア 排水口名
第１排水口
イ 水質

排 水 量 通常 ４，９８３
（? ／日） 最大 ６，３３１

水 素 イ オ ン 濃 度 ５．５ ～ ８．５

化学的酸素要求量 通常 ９．７
（㎎／?） 最大 １３．６

浮 遊 物 質 量 通常 ３０
（㎎／?） 最大 ４０

窒 素 含 有 量 通常 ３．１
（㎎／?） 最大 ４．９

燐 含 有 量 通常 ０．５
りん

（㎎／?） 最大 ０．８

２ 縦覧の期間及び場所
(1) 期間 平成１７年３月２５日から同年４月１５日まで
（日曜日、土曜日を除く毎日午前８時３０分から午
後５時まで）

(2) 場所 北九州市小倉北区城内１番１号
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北九州市環境局環境保全部環境対策課
３ 意見書の提出要領
当該事前評価に関する事項についての意見をできるだけ具
体的に記載した文書を、平成１７年３月１５日までに上記縦
覧場所に到着するように提出すること。

北九州市告示第３０７号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３
７号）第１５条第１項の規定による産業廃棄物処理施設の設置
の許可申請があったので、同条第４項の規定により次のとおり
告示し、申請書及び同条第３項の書類を公衆の縦覧に供する。
なお、当該産業廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有す
る者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過す
る日までに、北九州市長に生活環境の保全上の見地からの意見
書を提出することができる。
平成１７年３月２８日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 申請者
東京都千代田区有楽町一丁目１２番１号
旭硝子株式会社
代表取締役 石津進也
２ 産業廃棄物処理施設の設置の場所
北九州市若松区向洋町３８
３ 産業廃棄物処理施設の種類
産業廃棄物安定型最終処分場
４ 産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類
廃プラスチック類、ゴムくず、金属くず、ガラスくず又は
がれき類
５ 申請年月日
平成１６年３月３０日
６ 縦覧場所
北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市環境局業務部廃棄物指導課
７ 縦覧期間
平成１７年３月２８日から同年４月２８日まで（日曜日、
土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
８号）に規定する休日を除く毎日午前８時３０分から午後５
時まで）
８ 意見書の提出要領
次に掲げる事項を記載した文書を平成１７年５月１２日ま
でに上記縦覧場所に到着するように提出すること。
(1) 意見書を提出する者の氏名又は名称及び住所並びに法人
にあっては、その代表者の氏名
(2) 申請者
(3) 産業廃棄物処理施設の設置の場所
(4) 産業廃棄物処理施設の種類
(5) 生活環境の保全上の見地からの意見

北九州市告示第３０８号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３
７号）第１５条第１項の規定による産業廃棄物処理施設の設置
の許可申請があったので、同条第４項の規定により次のとおり
告示し、申請書及び同条第３項の書類を公衆の縦覧に供する。
なお、当該産業廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有す
る者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過す
る日までに、北九州市長に生活環境の保全上の見地からの意見
書を提出することができる。
平成１７年３月２８日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 申請者

北九州市小倉南区大字曽根３９９７番の２
株式会社パックリーン・エフシープロジェクト
代表取締役 古山 徹
２ 産業廃棄物処理施設の設置の場所
北九州市若松区響町一丁目１３番地の２
３ 産業廃棄物処理施設の種類
産業廃棄物焼却施設
４ 産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類
廃油、廃プラスチック類（感染性含む）、紙くず又は木く
ず
５ 申請年月日
平成１６年１０月８日
６ 縦覧場所
北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市環境局業務部廃棄物指導課
７ 縦覧期間
平成１７年３月２８日から同年４月２８日まで（日曜日、
土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７
８号）に規定する休日を除く毎日午前８時３０分から午後５
時まで）
８ 意見書の提出要領
次に掲げる事項を記載した文書を平成１７年５月１２日ま
でに上記縦覧場所に到着するように提出すること。
(1) 意見書を提出する者の氏名又は名称及び住所並びに法人
にあっては、その代表者の氏名
(2) 申請者
(3) 産業廃棄物処理施設の設置の場所
(4) 産業廃棄物処理施設の種類
(5) 生活環境の保全上の見地からの意見

北九州市告示第３０９号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６８条第
３項の規定に基づき北九州市指定代理金融機関として次のとお
り指定する。
平成１７年３月２８日

北九州市長 末 吉 興 一

区分 金融機関の名称

北九州市指定代理金融機関 福岡ひびき信用金庫

付 則
この告示は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市告示第３１０号
次のとおり公共下水道の供用及び終末処理場による下水処理
を開始する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局下水道
河川部下水道河川管理課及び北九州市門司区まちづくり整備課
において一般の縦覧に供する。
平成１７年３月２９日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 供用開始及び処理開始の年月日
平成１７年３月３１日
２ 下水を排除及び処理すべき区域

下水排除及び下水処理の区域

北九州市門司区大字伊川の一部
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第７条中第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、第５号
を第４号とし、第６号を次のように改める。
（６） 新分野進出資金
第７条中第６号を第５号とし、第７号を次のように改める。
（７） 新成長企業支援資金
第７条中第７号を第６号とし、第８号から第１０号までを１
号ずつ繰り上げる。
第８条第１項中「第１０号」を「第９号」に、「第９号」を
「第８号」に改める。
第１０条第２項各号列記以外の部分中「及び第３号」を「、
第３号及び第５号」に改め、同項第３号を削り、同項第４号を
同項第３号とし、同項第５号アを次のように改める。
ア 担保は、徴しない。ただし、必要に応じて担保を徴す
ることができる。
第１０条第２項第５号イ（エ）中「又は無担保無保証人融資
」を「又はこの項の規定による小口資金に係る一般事業資金に
よる資金の融資のうち担保及び連帯保証人を徴しない融資（以
下この条において「無担保無保証人融資」という。）」に改め
、同号を同項第４号とし、同項第６号を同項第５号とする。
第１１条及び第１２条を次のように改める。
第１１条及び第１２条 削除
第１３条の見出しを「（連鎖倒産防止資金）」に改め、同条
各号列記以外の部分中「倒産関連防止資金」を「連鎖倒産防止
資金」に、「倒産の」を「他企業の倒産に連鎖する倒産の」に
改め、同条第１号イ中「倒産により」を「倒産に連鎖して」に
改める。
第１４条各号列記以外の部分中「、大型店」の次に「（大規
模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第２条第２項に
規定する大規模小売店舗をいう。以下この条において同じ。）
」を加える。
第１５条各号列記以外の部分中「高度化事業」の次に、「（
独立行政法人中小企業基盤整備機構法施行令（平成１６年政令
第１８２号）第２条第１項各号に掲げる事業をいう。以下この
条において同じ。）」を加え、同条第３号ア中「中小企業総合
事業団（中小企業総合事業団法（平成１１年法律第１９号）」
を「独立行政法人中小企業基盤整備機構（独立行政法人中小企
業基盤整備機構法（平成１４年法律第１４７号）」に改める。
第１６条の見出しを「（新分野進出資金）」に改め、同条各
号列記以外の部分中「事業展開資金は、新技術若しくは新製品
の開発、新分野開拓、事業拡大、建物若しくは機械類の新設等
又は国際規格への適合化」を「新分野進出資金は、現在営んで
いる事業の分野から新たな事業の分野への進出」に、「中小企
業の技術水準及び経営水準の向上、事業転換等を促進する」を
「中小企業者の事業転換及び新たな事業の構築を図る」に改め
、同条第１号中「次のアからオまでのいずれかに該当する」を
削り、「組合」の次に「で、新たな事業の分野への進出のため
の事業を行うもの」を加え、同号アからオまでを削る。
第１７条の見出しを「（新成長企業支援資金）」に改め、同
条各号列記以外の部分中「起業支援特別資金は、独創的な技術
又はアイデアをもって、新分野の開拓を行う」を「新成長企業
支援資金は、独創的若しくは高度な技術又は独創的な事業形態
をもって新たに中小企業者として事業を開始する者又は中小企
業者が、優秀な事業計画に基づく事業を行う」に、「研究開発
型の中小企業者の育成及び技術水準の向上」を「地域産業の新
たな担い手となる中小企業者の育成」に改め、同条第１号中「
市内」の次に「で新たに中小企業者として事業を開始する者又
は市内」を加え、「有し、かつ」を「有する中小企業者で」に
、「アからウまで」を「ア又はイ」に、「中小企業者」を「も
の」に改め、同号ア及びイを次のように改める。
ア 市が実施する事業計画の評価事業において優秀な事業

計画であるとの評価を得た事業計画に係る事業を行おう
とする者
イ アに掲げる者のほか、優秀な事業計画を有すると市長
が認めた者
第１７条第１号ウを削る。
第１７条第２号ただし書を削り、同条第３号中「及び短期運
転資金の融資」を削り、「１，０００万円」を「１，２５０万
円」に改め、同条第５号ア中「及び設備資金」を削り、「１２
０月」を「８４月」に改め、同号イ中「運転資金のみは、８４
月」を「設備資金は、１２０月」に改め、同号ウを削り、同条
に次の１項を加える。
２ 市が実施する新北九州空港に係る事業又は響灘大水深港湾
に係る事業を事業開始の契機としてこれらの事業に関連する
事業を行おうとする者が、優秀な事業計画に基づく事業を行
うために必要な新成長企業支援資金による資金の融資につい
ては、前項第１号、第３号、第５号及び第７号の規定にかか
わらず、次に掲げるところにより行うものとする。
（１） 融資対象者 市内で新たに中小企業者として事業を
開始する者又は市内に事務所又は事業所を有する中小企業
者で、市税を滞納していないもののうち、市が実施する新
北九州空港に係る事業又は響灘大水深港湾に係る事業を事
業開始の契機としてこれらの事業に関連する事業を行おう
とするもので、市が実施する事業計画の評価事業において
優秀な事業計画であるとの評価を得た事業計画を有するも
のとする。
（２） 融資限度額 １企業につき２億円以内とする。
（３） 融資期間
ア 運転資金は、１２０月（１８月間の据置期間を含む。
）以内とする。
イ 設備資金は、１８０月（２４月間の据置期間を含む。
）以内とする。
（４） 信用保証 必要に応じて保証協会の保証に付し、保
証料の率は、担保を徴する場合にあっては年１．２５パー
セント以内とし、担保を徴しない場合にあっては年１．３
５パーセント以内とする。
付則第６項の見出し中「倒産関連防止資金」を「連鎖倒産防
止資金」に改める。
付 則
（施行期日）
１ この告示は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、
第１５条各号列記以外の部分及び同条第３号アの改正規定は
、平成１７年３月２９日から施行する。
（経過措置）
２ 改正後の北九州市中小企業融資制度要綱の規定は、この告
示の施行の日以後に融資の申込みをした者について適用し、
同日前に融資の申込みをした者については、なお従前の例に
よる。
３ この告示の施行の際現に改正前の第１１条の規定により資
金の融資を受けている者の融資資金の償還については、なお
従前の例による。

北九州市告示第３１６号
北九州市貿易振興資金融資制度要覧の一部を改正する告示を
次のように定める。
平成１７年３月２９日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市貿易振興資金融資制度要覧の一部を改正
する告示
北九州市貿易振興資金融資制度要覧（昭和４４年北九州市告
示第７６号）の一部を次のように改正する。
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第６条中「ものは」の次に「、市町村税を滞納していない中
小企業者で」を加え、｢営んでいる中小企業者｣を「営んでいる
もの」に改める。
付 則
（施行期日）
１ この告示は、平成１７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 改正後の第６条の規定は、この告示の施行の日以後に融資
の申込みをするものについて適用し、同日前に融資の申込み
をしたものについては、なお従前の例による。

北九州市告示第３１７号
北九州市ニューファクトリー推進資金融資制度要綱を廃止す
る告示を次のように定める。
平成１７年３月３０日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市ニューファクトリー推進資金融資制度要
綱を廃止する告示
北九州市ニューファクトリー推進資金融資制度要綱（平成４
年北九州市告示第２８８号）は、廃止する。
付 則
（施行期日）
１ この告示は、平成１７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ この告示の施行の際現に廃止前の北九州市ニューファクト
リー推進資金融資制度要綱の規定により融資資金の融資を受
けている者に係る融資を受けた資金の償還については、なお
従前の例による。

北九州市告示第３１８号
北九州市企業立地促進資金融資制度要綱の一部を改正する告
示を次のように定める。
平成１７年３月３０日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市企業立地促進資金融資制度要綱の一部を
改正する告示
北九州市企業立地促進資金融資制度要綱（昭和５８年北九州
市告示第２００号）の一部を次のように改正する。
第２条第１号ア中「平成５年総務庁告示第６０号」を「平成
１４年総務省告示第１３９号」に改める。
付則第２項中「平成１７年３月３１日」を「平成２０年３月
３１日」に改める。
付 則
この告示は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、第
２条第１号アの改正規定は、平成１７年３月３０日から施行す
る。

北九州市告示第３１９号
北九州市企業立地促進補助金交付制度要綱の一部を改正する
告示を次のように定める。
平成１７年３月３０日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市企業立地促進補助金交付制度要綱の一部
を改正する告示
北九州市企業立地促進補助金交付制度要綱（平成１２年北九
州市告示第３６４号）の一部を次のように改正する。
第４条第１項第１号中「平成１７年３月３１日」を「平成２
０年３月３１日」に、「平成１８年３月３１日」を「平成２１
年３月３１日」に改める。
付 則

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市告示第３２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定
により、次のとおり道路の区域を変更する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 一般国道
２ 路線名等 別紙のとおり
（別紙は、掲載省略）

北九州市告示第３２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定
により、次のとおり道路の供用を開始する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 一般国道
２ 路線名等 別紙のとおり
３ 供用開始の期日 平成１７年３月３１日
（別紙は、掲載省略）

北九州市告示第３２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定
により、次のとおり道路の区域を変更する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 県道
２ 路線名等 別紙のとおり
（別紙は、掲載省略）

北九州市告示第３２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定
により、次のとおり道路の供用を開始する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 県道
２ 路線名等 別紙のとおり
３ 供用開始の期日 平成１７年３月３１日
（別紙は、掲載省略）

北九州市告示第３２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定
により、次のとおり道路の区域を決定する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 市道
２ 路線名等 別紙のとおり
（別紙は、掲載省略）

北九州市告示第３２５号
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北九州市告示第３３２号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３
７号）第６条第１項の規定により、平成１７年度の一般廃棄物
処理実施計画を定めたので、北九州市廃棄物の減量及び適正処
理に関する条例（平成５年北九州市条例第２８号）第１１条第
１項の規定により、次のとおり告示する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
平成１７年度一般廃棄物処理実施計画
１ 一般廃棄物の区分
(1) ごみ
ア 市の施設で処分するもの

区 分 廃 棄 物 の 内 容

家庭から排出される日常生活に伴って生ずる生ごみ、プラスチック類及び紙くず
並びにこれらと質的に同等に取り扱い得るもの
家庭の住居と事業所が建物の構造上一体で、家庭から排出されるものと事業活動一般ごみ
に伴って排出される産業廃棄物以外のものと区別が難しく、家庭並みのごみ量の
事業所から排出される産業廃棄物以外のもの
公共ごみ容器のごみ

家庭から排出されるかん、びん、ペットボトル、紙製の容器包装（飲料を充てん
するための容器（原材料としてアルミニウムが利用されているものを除く。）に資源化物
限る。以下「紙パック」という。）及び発泡スチロール製食品用トレイ

家庭から排出される家具、寝具、電化製品、厨房器具、自転車等で、一般ごみ及粗大ごみ（特
び資源化物として収集しないもの定家庭用機器
引越し等に伴い一時的に多量に家庭から排出されるもの廃棄物を除く

。）

動物の死体 犬、猫等小動物の死体

環境保全上処理を必要とする不法投棄ごみ等その他

事業活動に伴って排出される一般ごみ及び粗大ごみで、家庭から排出されるごみ自己搬入ごみ
の処理に支障のない質及び量のもののうち、許可業者又は排出者自らが収集運搬（特定家庭用
するもの機器廃棄物を
家庭から排出される一般ごみ及び粗大ごみで、許可業者又は排出者自らが収集運除く。）
搬するもの

注 特定家庭用機器廃棄物とは、特定家庭用機器再商品
化法（平成１０年法律第９７号）第２条第５項に定
めるものをいう。以下同じ。

イ 許可業者の施設で処分するもの

区 分 廃 棄 物 の 内 容

別に定める処理区域で排出される可燃性のごみであって、許可業者により焼却さ
れるごみ
事業所から排出されるリサイクル後の可燃性の残さで、許可業者により焼却され
るごみ
再利用可能な廃木材及び剪定枝で、許可業者によりチップ化されるごみ
家庭から排出される蛍光管で、許可業者により再資源化されるごみ許可業者処理
家庭から排出される家庭用電化製品（特定家庭用機器廃棄物を除く。）で許可業ごみ
者により再資源化されるごみ
家庭から排出される食品用発泡スチロール製トレイで許可業者により再資源化さ
れるごみ
家庭及び事業所から排出される紙くずで許可業者により再資源化されるごみ

家庭及び事業所から排出されるかん、びん及びペットボトルであって許可業者に
より再資源化されるごみ

ウ 製造業者等の再資源化施設で処分するもの

区 分 廃 棄 物 の 内 容

家庭から排出される、又は事業活動に伴って排出されるユニット形エアコンディ粗大ごみ（特
ショナー（ウィンド形エアコンディショナー又は室内ユニットが壁掛け形若しく定家庭用機器
は床置き形であるセパレート形エアコンディショナーに限る。）、テレビジョン廃棄物に限る
受信機（ブラウン管式のものに限る。）、電気冷蔵庫、電気冷凍庫及び電気洗濯。）
機

(2) し尿

区 分 廃 棄 物 の 内 容

家庭から排出されるし尿で収集が必要なもの
事業活動に伴って排出されるし尿で収集が必要なもののうち、計画収集が可能な市収集し尿
もの

事業活動に伴って排出されるし尿で収集が必要なもの自己搬入し尿

(3) 浄化槽汚泥

区 分 廃棄物の内容

浄化槽汚泥 浄化槽汚泥

２ 計画処理の概要

区 分 計画処理量

市 収 集 ご み 296,510ｔ
ご
自 己 搬 入 ご み 208,600ｔ

許可業者処理ごみ 69,870ｔ
み
動 物 の 死 体 10,600個

•し 市 収 集 し 尿 30,000k

•尿 自 己 搬 入 し 尿 12,000k

•浄 化 槽 汚 泥 11,000k

注 市収集ごみは、一般ごみ、資源化物、粗大ごみ（特定
家庭用機器廃棄物を含む。）及びその他

３ 処理計画
(1) ごみの排出抑制・再使用・再資源化計画
ア 排出抑制の方法
(ｱ) 一般ごみの指定袋制度の実施
一般ごみ収集の指定袋制度を引き続き実施し、一般
ごみの排出抑制と資源化物の分別促進を図る。
(ｲ) 古紙リサイクルの促進
家庭から排出される古紙の回収を促進するため、集
団資源回収団体支援事業（奨励金制度）を行うととも
に、保管庫貸与制度の活用、新聞販売店方式の拡大、
さらには地域の実情に応じた回収促進策の実施などに
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より、集団資源回収活動の活性化及び回収率の向上を
図る。
また、事業所から排出される古紙については、オフ
ィス町内会での古紙回収や商店街単位の回収拠点の設
置などにより、事業者としての集団資源回収を促進す
る。
(ｳ) 生ごみリサイクルの促進
家庭から排出される生ごみの資源化・減量化を推進
するため生ごみコンポスト化容器や、電気式生ごみ処
理機の購入者に助成を行う。
(ｴ) 適正包装の促進
簡易包装の普及やマイバック運動の展開を通じて、
過剰包装を抑制するなど、適正包装を推進する。
(ｵ) 事業系一般廃棄物の資源化・減量化の促進
北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（
平成５年北九州市条例第２８号）に基づき、排出事業
者に対し、ごみの資源化・減量化に関する指導を徹底
し、事業系一般廃棄物の資源化・減量化を促進する。
ａ 事業所戸別訪問によるごみ減量化指導
ｂ 古紙、かん、びん及び廃木材等資源物のリサイク
ルの促進
ｃ 「ごみ資源化・減量化講習会」の開催
ｄ 資源化・減量化に積極的に取り組んでいる事業所
（団体）に対する表彰
ｅ オフィス町内会の組織化の促進
ｆ 市場及び商店街から排出されるごみの資源化・減
量化の促進
ｇ 市役所内から排出されるごみの資源化・減量化の
徹底
ｈ 廃木材・剪定枝のチップ化工場への誘導
(ｶ) 排出抑制に関する市民・事業者に対する広報活動の
実施
ａ 環境ミュージアムの活用
ｂ 「環境トーク」の実施
ｃ エコショップ認定店の拡大及び市民への広報活動
の推進
ｄ リサイクルプラザ及びエコライフプラザの運営
ｅ ホームページの活用
ｆ リサイクル情報誌「かえるプレス」の定期発行
ｇ 「大都市減量化・資源化共同キャンペーン」の実
施
ｈ 「空き缶プレスカー」の活用
ｉ 市民リサイクル啓発用ビデオの活用
ｊ 市民向け環境ガイドブックの発行
ｋ ごみ処理施設等の施設見学の受入れ
ｌ その他、市民等がごみ問題に取り組むために必要
な広報活動及び情報提供

イ 再使用の方法及び量
粗大ごみや引越しごみとして排出される自転車のうち
、リユース可能なものについて、市民に提供する。
１８０台
ウ 再資源化の方法及び量
(ｱ) 日明工場（粗大ごみ資源化センター）に搬入される
ごみの中から鉄及びタイヤを回収し、再資源化業者に
引き渡す。
鉄 ２，６００ｔ、タイヤ １００ｔ
(ｲ) 事業活動に伴って排出される廃木材及び剪定枝をチ
ップ化し、再資源化する。
２７，０００ｔ
(ｳ) 資源化物を、かん、びん及びペットボトルに選別し

、再資源化業者に引き渡す。
１４，８００ｔ
(ｴ) 紙パック及び白色トレイを再資源化業者に引き渡す
。
２６０ｔ
(ｵ) 蛍光管を再資源化業者に引き渡す。
１５０ｔ
(ｶ) 粗大ごみのうち、特定家庭用機器廃棄物を製造業者
等に引き渡す。
５０ｔ
(ｷ) 粗大ごみのうち、パソコン等を再資源化業者に引き
渡す。
９０ｔ
(ｸ) 家庭から排出される剪定枝を再資源化業者へ引き渡
す。
８０ｔ
(ｹ) 学校牛乳パックを製紙会社へ引き渡す。
１０ｔ

エ 再資源化関連施設の概要

施 設 名 処理 再資源 所在 処理方式 処理能力
する 化対象 地
者 物

新門司工 市 紙パッ ストックヤード門司区新
場 ク及び 90㎡門司三丁

目７９番トレイ
地の１

日明工場 市 鉄 クロスベルト ６ｔ／１小倉北区
（粗大ご 角型電磁式 時間西

港町９６み資源化
番地の２センター

）

日明かん 市 かん、 52.5ｔ／小倉北区 アルミ缶の選別
びん資源 びん及 ５時間西 永久磁石回転プーリー式

港町９６ スチール缶の選別化センタ びペッ
番地の２ クロスベルト角型電磁式ー トボト

びん及びペットボトルの手ル
選別
直線ベルトコンベア式

日明工場 市 紙パッ ストックヤード小倉北区
ク及び 90㎡西

港町９６トレイ
番地の２

日明リサ 市 粗大ご 修理スペース小倉北区
イクルプ みのう 130㎡西
ラザ ち、再 展示スペース港町９６

生利用 200㎡番
可能な 家具等展示数地の２
もの 60点／月

本城かん 市 かん、 63ｔ／５八幡西区 アルミ缶の選別
びん資源 びん及 時間洞北町７ 永久磁石回転プーリー式

番１０号 スチール缶の選別化センタ びペッ
クロスベルト角型電磁式ー トボト
びん及びペットボトルの手ル
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選別
直線ベルトコンベア式

紙パッ ストックヤード八幡西区
ク及び 90㎡洞北町７

番１０号トレイ

本城リサ 市 修理スペース粗大ご 八幡西区
イクルプ 230㎡みのうち、再 洞
ラザ 展示スペース生利用可能な 北町７番

220㎡もの １０号
家具等展示数古着、古布、
約30点／月古ＣＤ

木材開発 許可 廃木材 ハンマー式 120ｔ／若松区南
株式会社 業者 ８時間二島五丁

目３番２の施設
号

太平工業 許可 廃木材 ナイフ式 688ｔ／若松区南
株式会社 業者 ８時間二

島五丁目の施設
７
番１号

ホクザイ 許可 廃木材 ハンマー式 120ｔ／小倉北区
運輸株式 業者 剪定枝 ８時間西港町７

２番地の会社の施
３２、７設
２番地の
３３

緑の風有 許可 廃木材 回転ナイフ式 4.8ｔ／門司区白
限会社の 業者 剪定枝 ８時間野江１５

２７番地施設

梅﨑礦業 許可 廃木材 回転ナイフ式 ４ｔ／８門司区新
株式会社 業者 時間門司３丁

目６７番の施設
１６号

株式会社 許可 廃木材 ハンマー式 107ｔ／若松区響
響エコサ 業者 剪定枝 16時間町一丁目

６２番地イトの施
の２２設

株式会社 許可 蛍光管 湿式二軸剪断 18.3ｔ／若松区響
ジェイ・ 業者 破砕機 12時間町一丁目
リライツ 乾式スクリュ６２番地
の施設 ー型破砕機の１７

株式会社 許可 横型一軸剪断 2.4ｔ／家庭用電化製 若松区響
リサイク 業者 式 ８時間品（特定家庭 町一丁目
ルテック 竪型一軸剪断用機器廃棄物 ６２番地
の施設 式を除く。） の１

西日本発 許可 食品用 破砕混合式 0.8ｔ／若松区向
泡スチロ 業者 発泡ス ８時間洋町１０

番ールリサ チロー
イクル株 ル製ト

式会社の レイ
施設

株式会社 許可 紙 横型ハンマー 16ｔ／若松区響
西日本ペ 業者 式 ８時間町一丁目
ーパーリ 縦型剪断式６２番地
サイクル 油圧プレス式

有限会社 許可 かん、 若松 96ｔ／24アルミ缶の選別
北九州空 業者 びん及 区響 時間永久磁石回転プーリー式

スチール缶の選別き缶リサ びペッ 町一
クロスベルト角型電磁式イクルシ トボト 丁目
びん及びペットボトルの手ステムズ ル ６２
選別番地
直線ベルトコンベア式１９

株式会社 許可 廃木紙 回転ナイフ式 ４ｔ／８小倉南区
守恒造園 業者 剪定枝 時間徳力四丁

２０番地建設
１号

(2) 持出し、収集運搬の方法等及び量
ア ごみ

区分 収集 収集 収集 持ち出し 収集運 処分の方法
する 区域 回数 、収集運 搬する
者 の範 搬 量
囲 の方法

一般 市 市全 週２ t 焼却ポリ袋ステーショ
ごみ 域 回 271,200ン方式により収集

する。排出者は、
収集日当日の午前
８時30分までに市
長が指定する袋に
いれて一般ごみス
テーションに持ち
出す。

資源 市 市全 かん t かん、びんポリ袋ステーショ
化物 域 は週 14,800 及びペットン方式により収集
（か １回 ボトル選別する。排出者は、
ん、 、び 処理の後再次の各号に掲げる
びん んは 資源化区分に従い、当該

各号に定める日の及び 月２
午前８時30分までペッ 回又
にポリ袋に入れてトボ は３
資源化物ステーシトル 回、
ョンに持ち出す。に限 ペッ
(1) かん 水曜る。 トボ
日） トル
(2) びん 第１は月
水曜日、第３２回
水曜日及び
第５水曜日
(3) ペットボト
ル 第２水曜
日及び第４水
曜日
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市 市全 随時 t 再資源化資源化物 拠点回収方式によ
域 260（紙パッ り収集する。排出

ク及びト 者は、回収拠点の
レイに限 回収ボックスに投
る。） 入する。

粗大 市 市全 月１ t (1) 焼却戸別収集方式（馬
ごみ 域 回（ 4,600 (2) 破砕し島及び藍島につい
（特 ただ 、鉄類をてはステーション
定家 し、 回収した方式）により収集
庭用 引越 後焼却する。
機器 しご (3) 再利用(1) 一般収集に
廃棄 みに できるもあっては、排
物を つい のは修繕出者は、一般
除く ては 等の後展収集の処理手
。） 必要 示又は市数料に見合っ

に応 民に提供た額の「北九
州市粗大ごみじて
処理手数料納その
付券」に氏名都度
又は受付番記、ま
入のうえ粗大た、
ごみに明確に馬島
分かるように及び
添付して粗大藍島
ごみ受付センにつ
ターから指定いて
された場所には年
持ち出す。６回
(2) 特別収集に）
あっては、排
出者は、特別
収集に見合っ
た額の「北九
州市粗大ごみ
処理手数納付
券」に氏名又
は受付番号を
記入のうえ粗
大ごみに明確
に分かるよう
に添付して、
粗大ごみ受付
センターの指
示に従って、
市に引き渡す
。

動物 市、 市全 必要 飛散流出 個 焼却
の死 排出 域 に応 しない方 10,600
体 者及 じて 法
び許 その
可業 都度
者

(1) 焼却その 市 市全 必要 飛散流出 t
(2) かん、びん及びペ他 域 に応 しない方 5,600
ットボトル選別処理じて 法
の後再資源化(3) 破その
砕し 鉄類を回 収し都度

た後焼却
(4) 埋立て

排出 市全 必要 飛散流出 t (1) 焼却自己搬入
者及 域 に応 しない方 208,600 (2) 破砕しごみ（特
び許 じて 法 、鉄類を定家庭用
可業 その 回収した機器廃棄
者 都度 後焼却物を除く

(3) 埋立て。）

排出 別に 必要 飛散流出 t (1) 廃木材許可業者
者及 定め に応 しない方 1,100 及び剪定処理ごみ
び許 る区 じて 法 枝につい（別に定
可業 域 その ては、チめる処理
者 都度 ップ化に区域で排

より再資出される
源化可燃性の
(2) その他ごみに限
のものにる。）
ついては
焼却

排出 市全 必要 飛散流出 t 焼却許可業者
者及 域 に応 しない方 24,000処理ごみ
び許 じて 法（事業所
可業 そのから排出
者 都度されるリ

サイクル
後の可燃
性の残さ
に限る。
）

排出 市全 必要 飛散流出 t 再資源化許可業者
者及 域 に応 しない方 27,000処理ごみ
び許 じて 法（廃木材
可業 その及び剪定
者 都度枝に限る

。）

排出 市全 必要 飛散流出 t 再資源化許可業者
者及 域 に応 しない方 150処理ごみ
び許 じて 法（蛍光管
可業 そのに限る。
者 都度）

度

排出 市全 必要 飛散流出 t 再資源化許可業者
者及 域 に応 しない方 90処理ごみ
び許 じて 法（家庭用
可業 その電化製品
者 都度（特定家

庭用機器
廃棄物を
除く。）

排出 市全 必要 飛散流出 t 再資源化許可業者
者及 域 に応 しない方 90処理ごみ
び許 じて 法（食品用
可業 その発泡スチ
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者 都度ロール製
トレイに
限る。）

許可 排出 市全 必要 飛散流出 t 再資源化
業者 者及 域 に応 しない方 15,000
処理 び許 じて 法
ごみ 可業 その
（紙 者 都度
）

排出 市全 必要 飛散流出 t 再資源化許可業者
者及 域 に応 しない方 2,440処理ごみ
び許 じて 法（かん、
可業 そのびん及び
者 都度ペットボ

トルに限
る。）

粗大 市 市全 月１ t 再資源戸別収集方式（馬
ごみ 域 回（ 50 化島及び藍島につい

てはステーション（特 ただ
方式）により収集定家 し、
する。庭用 馬島
(1) 一般収集に機器 及び
あっては、排廃棄 藍島
出者は、処理物に につ
手数料として限る いて
１，０００円。） は年
分の「北九州６回
市粗大ごみ処）
理手数料納付
券」に氏名又
は受付番号を
記入のうえ粗
大ごみに明確
に分かるよう
に添付すると
ともに、「製
造業者等が再
商品化等に必
要な料金を受
領しているこ
とを証する書
面（家電リサ
イクル券）」
に氏名、電話
番号等を記入
のうえ粗大ご
みに明確に分
かるように添
付して、粗大
ごみ受付セン
ターから指定
された場所に
持ち出す。
（２）特別収集に
あっては、排
出者は、処理
手数料として

、１、５００
円分の「北九
州市粗大ごみ
処理手数料納
付券」に氏名
又は受付番号
を記入のうえ
粗大ごみんに
明確に分かる
ように添付す
るとともに、
「製造業者等
が再商品化等
に必要な料金
を受領してい
ることを証す
る書面（家電
リサイクル券
）」に氏名、
電話番号等を
記入のうえ粗
大ごみに明確
に分かるよう
に添付して、
粗大ごみ受付
センターの指
示に従って、
市に引き渡す
。

注１ 一般ごみの持出しに使用する市長が指定する袋

区分 材質 容量 色、文字等 製造者

高密度 無色半透明
ポリエ 北九州市家庭

大袋 チレン ４５ ごみ用指定袋 市
（大）その他
市長が指定す
る文字等

高密度 無色半透明
ポリエ 北九州市家庭

小袋 チレン ３０ ごみ用指定袋 市
（小）その他
市長が指定す
る文字等

高密度 無色半透明
ポリエ 北九州市家庭

特 小 チレン ２０ ごみ用指定袋 市
袋 （特小）その

他市長が指定
する文字等

２ 粗大ごみの一般収集及び特別収集の区分

区 分 説 明

粗大ごみ受付センターの指定する場
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一般収集 所に持ち出された粗大ごみを収集す
ること。

次項の表に掲げる者で構成される世
特別収集 帯に属する者の求めに応じ、当該世

帯の住居から粗大ごみを収集するこ
と。

３ 粗大ごみの特別収集の対象者

区 分 対 象 者

高齢者 満６５歳以上の者

身体障害 身体障害者福祉法（昭和２４年法律
者 第２８３号）第４条に規定する身体

障害者

知的障害 児童相談所又は障害福祉センターに
者 おいて知的障害者との判定を受けて

いる者

精神障害 精神保健及び精神障害者福祉法に関
者 する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第５条に規定する精神障害者

疾病者 傷病又は疾病のため、一時的に体力
の低下している者

妊産婦 妊婦又は産後８週間の期間にある者

年少者 満１６歳未満の者

その他 その他体力の面から粗大ごみの持ち
出しが困難と市長が認める者

４ 粗大ごみの特別収集の対象とならない物
(1) 人手（３人）により持ち出すことができない物
(2) 取外し作業、解体作業その他特別な作業を行わ
なければ、持ち出すことができいない物

イ し尿・浄化槽汚泥
(ｱ) 収集運搬、処分の方法及び量

区分 収集 収集 収集 収集 収集運搬 処分の方法
する 区域 回数 運搬 する量
者 の範 の方
囲 法

市収 市 市全 概ね バキ k? 中継施設へ投
集し 域 ２０ ュー 30,000 入後、下水処
尿 日に ム車 理場へ圧送し

１回 によ 、消化処理
る。

自己 排出 市全 必要 バキ k? 中継施設へ投
搬入 者 域 に応 ュー 12,000 入後、下水処
し尿 じて ム車 理場へ圧送し

その によ 、消化処理

都度 る。

浄化 許可 市全 必要 バキ k? 中継施設へ投
槽汚 業者 域 に応 ュー 11,000 入後、下水処
泥 じて ム車 理場へ圧送し

その によ 、消化処理
都度 る。

(ｲ) 中継施設の概要

施設名 所在地 下水処理場へ
の圧送能力

西港し尿 小倉北区西 250k?／日
圧送所 港町２４番

地

皇后崎し 八幡西区夕 500ｋ?／日
尿投入所 原町２番４

号

(3) 中間処理
ア 処理施設の概要

施設名 処理 処理区 所在地 処理方式 処理能力
する 分
者

日明工 市 破 砕 小倉北区横型回転横型回転
場（粗 西港町96 式及びせ 式
大ごみ 番地の２ ん断式 150ｔ／５
資源化 時間
センタ せん断式
ー） 50ｔ／５

時間

新門司 市 焼 却 門司区新連続燃焼 600ｔ／24
工場 門司三丁 式 時間

目79番地

日明工 市 焼 却 小倉北区連続燃焼 600ｔ／24
場 西港町96 式 時間

番地の２

皇后崎 市 焼 却 八幡西区連続燃焼 810ｔ／24
工場 夕原町２ 式（スー 時間

番１号 パーごみ
発電シス
テム）

株式会 許可 焼 却 八幡西区 ロータリ 60ｔ／24
社新菱 業者 大字熊手 ーキルン 時間
の施設 2465番地 方式

北九州 許可 焼 却 若松区響 ガス化溶 320ｔ／24
エコエ 業者 町一丁目 融炉 時間
ナジー 62番地20
株式会
社
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イ 処理する量
(ｱ) ごみ
ａ 破砕

区 分 処 理 す る 量

市収集ごみ 3,380ｔ

自己搬入ごみ 16,910ｔ

計 20,290ｔ

注 市収集ごみは、一般ごみ、資源化物、粗大ごみ
（特定家庭用機器廃棄物を除く。）及びその他
備考 上記以外に直方市の不燃ごみ及び粗大ごみを
搬入する。

ｂ 焼却

区 分 処理する量

市 収 集 ご み 281,910ｔ

自 己 搬 入 ご み 201,550ｔ

計 483,460ｔ

許可業者処理ごみ 25,100ｔ

動 物 の 死 体 10,600個

注 破砕後の残さを含む。市収集ごみは、一般ごみ
、資源化物、粗大ごみ及びその他
備考 上記以外に「直方市」及び「行橋市外３箇町
清掃施設組合」の可燃ごみを搬入する。

(ｲ) し 尿

区 分 処理する量

市収集し尿 30,000ｋ?

自己搬入し尿 12,000ｋ?

計 42,000ｋ?

注 全量を下水処理場で消化処理する。
(4) 最終処分
ア 埋立処分
(ｱ) 処分場の概要

処 分 場 名 響灘西地区廃棄物処分場

処理する者 市

所 在 地 若松区大字小竹地先

埋 立 面 積 573,829㎡

全 体 容 量 7,150,000ｍ３

埋 立 区 域 ２区画及び３区画

埋 立 方 法 ブルドーザー等による埋立
て整地

(ｲ) 処分する量

区 分 処分する量

市収集ごみ 790ｔ

自己搬入ごみ 5,390ｔ

焼 却 灰 98,020ｔ

計 104,200ｔ

備考
上記以外に「小郡市・筑前町衛生施設組合」、「田
川地区清掃施設組合」、「筑紫野・小郡・基山清掃施
設組合」の焼却灰並びに「直方市」、「行橋市」、「
豊津町」、「犀川町」及び「勝山町」の不燃ごみを搬
入する。

北九州市告示第３３３号
北九州市が管理する港湾施設の概要（昭和５８年北九州市告
示第７８－１０号）の一部を次のように改正し、平成１７年４
月１日から施行する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
３ けい留施設の岸壁の表の洞海の項中
「
戸畑４号岸 戸畑区川代 130.00 -7.1 3.0
壁 二丁目 （取付）40.00

を
戸畑５号岸 戸畑区川代 156.00 -9.0 2.0
壁 二丁目 （取付） 3.90

」
「
戸畑４号岸 戸畑区川代 130.00 -7.1 3.0
壁 二丁目 （取付）20.00

に
戸畑５号岸 戸畑区川代 160.00 -9.0 3.0
壁 二丁目 （取付）20.00

」
改める。
４ 臨港交通施設の道路の表の門司の項中
「
新門司 門司区新門 107.10 8.70 アスファル
１１号 司一丁目 ト舗装 を
道路

」
「
新門司 門司区新門 107.10 8.70 アスファル
１１号 司一丁目 ト舗装
道路

に、
新門司 門司区新門 419.40 11.70 アスファル
１２号 司一丁目 ～12.00 ト舗装
道路
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」
「
新門司 門司区新門 373.00 16.50 アスファル
北１８ 司北三丁目 ト舗装 を
号道路

」
「
新門司 門司区新門 494.40 16.50 アスファル
北１８ 司北三丁目 ト舗装 に、
号道路

」
「
新門司 門司区新門 60.00 14.00 アスファル
北２１ 司北三丁目 ト舗装 を
号道路

」
「
新門司 門司区新門 60.00 14.00 アスファル
北２１ 司北三丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 631.20 10.00 アスファル
北２２ 司北三丁目 ～19.00 ト舗装 に、
号道路

新門司 門司区新門 491.80 10.00 アスファル
北２３ 司北三丁目 ～13.60 ト舗装
号道路

」
「
新門司 門司区新門 25.00 7.90 アスファル
北２５ 司北一丁目 ト舗装 を
号道路

」
「
新門司 門司区新門 25.00 7.90 アスファル
北２５ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 710.70 19.00 アスファル
北２６ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 172.70 19.00 アスファル
北２７ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 394.80 19.00 アスファル
北２８ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 390.90 19.00 アスファル
北２９ 司北二丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 173.30 19.00 アスファル
北３０ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区門司 156.50 19.00 アスファル

北３１ 北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 349.39 19.00 アスファル
北３２ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 180.43 19.00 アスファル
北３３ 司北一丁目 ト舗装 に
号道路

新門司 門司区新門 233.28 16.70 アスファル
北３４ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 142.90 19.00 アスファル
北３５ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 139.92 19.00 アスファル
北３６ 司北一丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 333.87 19.00 アスファル
北３７ 司北二丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 179.07 19.00 アスファル
北３８ 司北二丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 314.06 19.00 アスファル
北３９ 司北二丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 403.30 16.70 アスファル
北４０ 司北二丁目 ト舗装
号道路

新門司 門司区新門 495.00 19.00 アスファル
北４１ 司北三丁目 ト舗装
号道路

」
改め、同表の洞海の項中
「
戸畑２ 戸畑区川代 73.60 13.00 コンクリー
号道路 二丁目 ト舗装

を
戸畑７ 戸畑区川代 100.10 9.70 コンクリー
号道路 二丁目 ト舗装

」
「

に、戸畑２ 戸畑区川代 73.60 13.00 コンクリー
号道路 二丁目 ト舗装

」
「
響灘３ 若松区響町 1,420.70 35.00 アスファル
号道路 一丁目 ト舗装

を
響灘５ 若松区響町 124.00 25.00 アスファル
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号道路 一丁目 ト舗装
」

「
響灘３ 若松区響町 1,420.70 35.00 アスファル
号道路 一丁目 ト舗装

響灘４ 若松区響町 539.00 25.00 アスファル
号道路 一丁目 ト舗装

に、響灘５ 若松区響町 1,017.80 25.00 アスファル
号道路 一丁目 ト舗装

響灘６ 若松区響町 402.50 25.00 アスファル
号道路 一丁目 ト舗装

響灘７ 若松区響町 405.40 32.70 アスファル
号道路 一丁目 ト舗装

」
「
響灘１ 若松区響町 247.00 12.00 アスファル

を７号道 一丁目 ト舗装及び
路 コンクリー

ト舗装
」

「
響灘１ 若松区響町 247.00 12.00 アスファル
７号道 一丁目 ト舗装及び
路 コンクリー

ト舗装

に響灘１ 若松区響町 824.30 25.00 アスファル
８号道 一丁目 ト舗装
路

響灘１ 若松区響町 252.50 11.00 アスファル
９号道 一丁目 ト舗装
路

」
改める。
６ 荷さばき施設の荷さばき地の表の門司の項中
「

を新門司北７号岸壁 門司区新門司 6,867.98 １級
荷さばき地 北三丁目

」
「
新門司北７号岸壁 門司区新門司 6,867.98 １級
荷さばき地 北三丁目

に
新門司北８号岸壁 門司区新門司 7,641.00 １級
荷さばき地 北三丁目

」
改め、同表の洞海の項中
「

を戸畑１・２号岸壁 戸畑区川代一 3,424.02 １級
荷さばき地 丁目

」
「
戸畑１・２号岸壁 戸畑区川代一 3,424.02 １級
荷さばき地 丁目

に戸畑４号岸壁荷さ 戸畑区川代二 1,300.00 １級
ばき地 丁目

戸畑５号岸壁荷さ 戸畑区川代二 1,600.00 １級
ばき地 丁目

」
改める。
６ 荷さばき施設の上屋の表の洞海の項中
「
戸畑３ 戸畑区川代 鉄筋コンク 1,787.96 ２級
号上屋 二丁目 リート及び

鉄骨スレー
トぶき２階
建のうち１ を
階部分

戸畑４ 戸畑区川代 鉄筋造平屋 2,088.00 ２級
号上屋 二丁目 建

」
「

に戸畑４ 戸畑区川代 鉄筋造平屋 2,088.00 ２級
号上屋 二丁目 建

」
改める。
８ 保管施設の野積場の表の洞海の項中
「
戸畑５号野積場 戸畑区川代二 102.75 １級

丁目

戸畑７号野積場 戸畑区川代二 1,351.96 ２級
丁目

を
戸畑８号野積場 戸畑区川代二 1,269.89 ２級

丁目

戸畑９号野積場 戸畑区川代二 158.45 ２級
丁目

」
「
戸畑５号野積場 戸畑区川代二 82.50 １級

丁目

戸畑７号野積場 戸畑区川代二 1,367.68 ２級
丁目

に戸畑８号野積場 戸畑区川代二 1,259.24 ２級
丁目

戸畑９号野積場 戸畑区川代二 99.79 ２級
丁目

戸畑１１号野積場 戸畑区川代二 424.41 ２級
丁目

」
改める。
１１ 港湾環境整備施設の魚釣施設の表の小倉の項中
「

を日明海釣公園 小倉北区西港 608.00 6,678.00
町

」
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「

に日明・海峡釣り公 小倉北区西港 608.00 6,678.00
園 町

」
改める。
１４ 港湾施設用地の倉庫敷の表の洞海の項中
「
戸畑１６号倉庫敷 戸畑区川代二丁目 3,912.78

を
戸畑１８号倉庫敷 戸畑区川代二丁目 2,906.65

」
「
戸畑１６号倉庫敷 戸畑区川代二丁目 3,912.78

戸畑１７号倉庫敷 戸畑区川代二丁目 2,712.42 に

戸畑１８号倉庫敷 戸畑区川代二丁目 2,965.31
」

改める。

北九州市告示第３３４号
港湾施設の等級の指定（平成９年北九州市告示第１３４号）
の一部を次のように改正し、平成１７年４月１日から施行する
。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
荷さばき地の一般ふ頭の１級地の項中
「

を新門司北７号岸壁 門司区新門司北
荷さばき地 三丁目

」
「
新門司北７号岸壁 門司区新門司北
荷さばき地 三丁目

に、
新門司北８号岸壁 門司区新門司北
荷さばき地 三丁目

」
「

を戸畑１・２号岸壁 戸畑区川代一丁
荷さばき地 目

」
「
戸畑１・２号岸壁 戸畑区川代一丁
き地 目

に戸畑４号岸壁荷さ 戸畑区川代二丁
ばき地 目

戸畑５号岸壁荷さ 戸畑区川代二丁
ばき地 目

」
改める。

北九州市告示第３３５号
北九州港臨港地区の分区の指定（平成７年北九州市告示第２
７７号）の一部を次のように改正し、平成１７年４月１日から
施行する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一

「北九州市港湾局企画開発部計画課」を「北九州市港湾空港
局整備部計画課」に改める。

北九州市告示第３３６号
港湾法の規定による分区の指定（平成１３年北九州市告示第
４６４号）の一部を次のように改正し、平成１７年４月１日か
ら施行する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
「北九州市港湾局企画部計画課」を「北九州市港湾空港局整
備部計画課」に改める。

北九州市告示第３４９号
瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号）
第８条第１項の規定による特定施設の構造等の変更許可申請が
あったので、同条第３項において準用する同法第５条第４項の
規定により、その概要を告示し、同条第３項に規定する事前評
価に関する事項を記載した書面を、次のとおり公衆の縦覧に供
する。
なお、当該特定施設の設置に関し利害関係を有する者は、縦
覧期間満了の日までに、北九州市長に、事前評価に関する事項
についての意見書を提出することができる。
平成１７年４月１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 申請の概要
(1) 申請者
北九州市若松区大字安瀬一番地
東海カラー株式会社
代表取締役社長 石田良三
(2) 工場又は事業場の所在地及び名称
北九州市若松区大字安瀬一番地
東海カラー株式会社
(3) 変更しようとする事項
特定施設の使用方法の変更、汚水等の処理の方法及び排
出水の量
(4) 特定施設に関する事項
ア 種類、名称及び能力

種 類 ６５号 酸又はアルカリによる表面処
理施設

名 称 酸又はアルカリによる表面処理施設

能 力 ６，０００トン ／月

イ 工事の着手、工事の完成及び使用開始の予定年月日

工事着手予定年月日 許可日以後

工事完成予定年月日 許可日以後

使用開始予定年月日 許可日以後

ウ 使用時間間隔、１日当たりの使用時間及び季節的変動

名 称 酸又はアルカリによる表面
処理施設

使 用 時 間 間 隔 ２３時～７時４５分
７時４５分～１６時３０分
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１ 日 当 使 用 時 間 １７．５時間

季 節 的 変 動 なし

エ 使用時において当該特定施設から排出される汚水等の
１日当たりの通常の量及び最大の量並びに当該汚水等の
汚染状態の通常の値、最大の値等

名 称 酸又はアルカリによる表面処理施設

項 目 変更前 変更後

汚 水 量 通常 ７９．３ 通常 ７９．３
（? ／日） 最大 １１９．０ 最大 １１９．０

水素イオン濃度 ４．９～９．０ ４．９～９．０

化 学 的 酸 素 通常 － 通常 １５０
要 求 量 最大 ２．３ 最大 ３９０
（㎎／?）

浮 遊 物 質 量 通常 － 通常 ５５．０
（㎎／?） 最大 ８１．３ 最大 ８１．３

窒 素 含 有 量 通常 － 通常 １５０
（㎎／?） 最大 － 最大 ２７０

燐 含 有 量 通常 － 通常 ４．３
（㎎／?） 最大 － 最大 ６．８

亜 鉛 含 有 量 通常 － 通常 ６０．０
（㎎／?） 最大 ９１．０ 最大 ９１．０

六 価 ク ロ ム 通常 － 通常 ３５．０
化 合 物 最大 ８２．０ 最大 ８２．０
（㎎／?）

(5) 汚水等の処理施設に関する事項
ア 能力及び処理の方法

能 力 １１９? ／日

処 理 の 方 法 自然沈降、還元・中和、
凝集沈殿

イ 工事の着手、工事の完成及び使用開始の予定年月日

工事着手予定年月日 既設

工事完成予定年月日 既設

使用開始予定年月日 許可日以後

ウ 使用時間間隔、１日当たりの使用時間及び季節的変動

使 用 時 間 間 隔 ２３時～７時４５分
７時４５分～１６時３０分

１日当たりの使用時間 １７．５時間

季 節 的 変 動 なし

エ 使用時における当該汚水処理施設による処理前及び処
理後の汚水等の１日当たりの通常の量及び最大の量並び
に当該汚水等の汚染状態の通常の値、最大の値等

変更前 変更後

汚 水 量 処理前 通常 ７９．３ 通常 ７９．３
（? ／日 最大 １１９．０ 最大 １１９．０
）

処理後 通常 ７９．３ 通常 ７９．３
最大 １１９．０ 最大 １１９．０

水素イオ 処理前 ４．９～９．０ ４．９～９．０
ン濃度

処理後 ５．８～８．６ ５．８～８．６

化学的酸 処理前 通常 － 通常 １５０
素要求量 最大 ２．３ 最大 ３９０
（㎎／?
） 処理後 通常 １．２ 通常 ４．０

最大 ２．０ 最大 １０．０

浮 遊 処理前 通常 － 通常 ５５
物 質 量 最大 ８１．３ 最大 ８１．３
（㎎／?
） 処理後 通常 ３５ 通常 ３５

最大 ７０ 最大 ７０

窒 素 処理前 通常 － 通常 １５０
含 有 量 最大 － 最大 ２７０
（㎎／?
） 処理後 通常 － 通常 １．５

最大 － 最大 １５．０

りん 処理前 通常 － 通常 ４．３
燐含有量 最大 － 最大 ６．８
（㎎／?
） 処理後 通常 － 通常 ０．１４

最大 － 最大 ２．０

亜 鉛 処理前 通常 － 通常 ６０
含 有 量 最大 ９１．０ 最大 ９１．０

処理後 通常 ０．８ 通常 ０．８
最大 ５．０ 最大 ５．０

六価クロ 処理前 通常 － 通常 ３５
ム化合物 最大 ８２．０ 最大 ８２．０
（㎎／?
） 処理後 通常 ＮＤ 通常 ＮＤ

最大 ０．５ 最大 ０．５

備考 ＮＤ：定量下限値（０．０５mg/?）未満
(5) 排出水に関する事項
ア 排水口名
１号系排水口
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イ 水質

項 目 変更前 変更後

汚 水 量 通常 ２４０ 通常 ３６０
（? ／日） 最大 ３１２ 最大 ９００

水素イオン濃度 ５．８～８．６ ５．８～８．６

化学的酸素要求量 通常 １．２ 通常 ４．０
（㎎／?） 最大 ２．０ 最大 １０．０

浮 遊 物 質 量 通常 ３５ 通常 ３５
（㎎／?） 最大 ７０ 最大 ７０

窒 素 含 有 量 通常 － 通常 １．５
（㎎／?） 最大 － 最大 １５．０

燐 含 有 量 通常 － 通常 ０．１４
りん

（㎎／?） 最大 － 最大 ２．０

亜 鉛 含 有 量 通常 ０．８ 通常 ０．８
（㎎／?） 最大 ５．０ 最大 ５．０

六 価 ク ロ ム 通常 ＮＤ 通常 ＮＤ
化 合 物 最大 ０．５ 最大 ０．５
（㎎／?）

•備考 ＮＤ：定量下限値（０．０５mg/ ）未満
２ 縦覧の期間及び場所
(1) 期間 平成１７年４月１日から同年４月２２日まで
（日曜日及び土曜日を除く毎日午前８時３０分から
午後５時まで）

(2) 場所 北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市環境局環境監視部環境保全課

３ 意見書の提出要領
当該事前評価に関する事項についての意見をできるだけ具
体的に記載した文書を、平成１７年４月２２日までに上記縦
覧場所に到着するように提出すること。

北九州市告示第３５０号
北九州市下水道条例（昭和３９年北九州市条例第３９号）第
８条に規定する排水設備指定工事店を次のとおり指定した。
平成１７年４月１日

北九州市長 末 吉 興 一

指定番号 工 事 店 名 所 在 地 指定の有効
代 表 者 期間

３１１０ リフレ福岡株式 小倉南区長野一丁 平成１７年４
会社 目６番３０号 月１日から平
田中隆二 成２１年５月

３１日まで

６１１９ 中央設備株式会 八幡西区幸神四丁 平成１７年４
社 目２番３０号 月１日から平
菊池俊明 成２１年５月

３１日まで

８０４９ 協和管工株式会 宗像市大字曲５４ 平成１７年４

社 ２番地 月１日から平
三谷弘子 成２１年５月

３１日まで

８０５０ 株式会社佐藤商 遠賀郡芦屋町白浜 平成１７年４
店 町２番３号 月１日から平
佐藤信義 成２１年５月

３１日まで

８０５１ 株式会社源設備 遠賀郡水巻町古賀 平成１７年４
源和道 一丁目２番２８号 月１日から平

成２１年５月
３１日まで

北九州市告示第３５１号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という
。）第２５条の２第１項の規定により、要保護児童対策地域協
議会（以下「協議会」という。）を設置したので告示する。
平成１７年４月１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 協議会の名称
北九州市要保護児童対策地域協議会
２ 要保護児童対策調整機関の名称
北九州市子ども総合センター
３ 構成機関等の名称及び法第２５条の５各号の該当する号

名 称 法２５条の５
の該当する号

北九州市警察部 第 １ 号

福岡家庭裁判所小倉支部 第 １ 号

福岡法務局北九州支局 第 １ 号

北九州市医師会 第 ２ 号

北九州市歯科医師会 第 ２ 号

北九州市保育所連盟 第 ２ 号

北九州市私立幼稚園連盟 第 ２ 号

北九州人権擁護委員会 第 ２ 号

福岡県弁護士会北九州支部 第 ２ 号

ふくおか・こどもの虐待防止センター 第 ２ 号

北九州市長が指定する者 第 ３ 号

北九州市告示第３５２号
北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３
号）第１４条及び第１４条の６に規定する国民健康保険料の平
成１７年度における均等割料率及び平等割料率は、次のとおり
である。
平成１７年４月１日

北九州市長 末 吉 興 一
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１ 基礎賦課額の保険料率
被保険者均等割 ３５，１３０円
世帯別平等割 ２３，９９０円

２ 介護納付金賦課額の保険料率
被保険者均等割 １０，７３０円
世帯別平等割 ５，５７０円

北九州市告示第３５３号
北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３
号）第２０条及び北九州市国民健康保険条例施行規則（昭和４
３年北九州市規則第４１号。以下「規則」という。）第８条に
規定する国民健康保険料の平成１７年度における減額する額は
、次のとおりである。
平成１７年４月１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 規則第８条第１項第１号アの当該年度分の被保険者均等割
の保険料率に１０分の６を乗じて得た額

基礎賦課額分 ２１，０８０円
介護納付金賦課額分 ６，４４０円

２ 規則第８条第１項第１号イの当該年度分の世帯別平等割の
保険料率に１０分の６を乗じて得た額

基礎賦課額分 １４，４００円
介護納付金賦課額分 ３，３５０円

３ 規則第８条第１項第２号アの当該年度分の被保険者均等割
の保険料率に１０分の４を乗じて得た額

基礎賦課額分 １４，０６０円
介護納付金賦課額分 ４，３００円

４ 規則第８条第１項第２号イの当該年度分の世帯別平等割の
保険料率に１０分の４を乗じて得た額

基礎賦課額分 ９，６００円
介護納付金賦課額分 ２，２３０円

北九州市告示第３５４号
北九州市個人情報保護条例（平成１６年北九州市条例第５１
号）第５８条第１項の規定により、次のとおり出資法人を指定
するので告示する。
平成１７年４月１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 北九州市土地開発公社
２ 北九州市住宅供給公社
３ 福岡北九州高速道路公社
４ 財団法人北九州産業学術推進機構
５ 財団法人北九州国際交流協会
６ 財団法人北九州市都市整備公社
７ 財団法人北九州市学校給食協会
８ 財団法人北九州市芸術文化振興財団
９ 財団法人北九州勤労総合福祉センター
１０ 財団法人北九州都市協会
１１ 財団法人北九州市中小企業共済センター
１２ 財団法人アジア女性交流・研究フォーラム
１３ 財団法人国際東アジア研究センター
１４ 財団法人西日本産業貿易見本市協会
１５ 財団法人北九州コンベンションビューロー
１６ 財団法人九州ヒューマンメディア創造センター
１７ 財団法人北九州勤労青少年福祉公社
１８ 財団法人北九州国際技術協力協会
１９ 財団法人北九州市環境整備協会
２０ 帆柱ケーブル株式会社
２１ 北九州高速鉄道株式会社
２２ 北九州埠頭株式会社

２３ 日明コンテナ埠頭株式会社
２４ ひびき灘開発株式会社
２５ 北九州貨物鉄道施設保有株式会社
２６ 北九州エアターミナル株式会社
２７ 株式会社北九州輸入促進センター
２８ 株式会社北九州テクノセンター
２９ 社会福祉法人北九州市福祉事業団

北九州市告示第３５５号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１１条第１項の
規定によって固定資産課税台帳に登録すべき固定資産の価格等
のすべてを登録したので、同条第２項の規定により告示する。
平成１７年４月１日

北九州市長 末 吉 興 一

北九州市告示第３５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定
により、次のとおり道路の区域を変更する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年４月４日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 市道
２ 路線名等

変更
整理番号 路線名 前後 区 域 変 更 の 区 間 幅 員 延 長

の別 (m) (m)

北九州市小倉南区中
曽根東四丁目１６７
前 ６番１地先から 22.0 105.0
北九州市小倉南区中
曽根東四丁目１８６

５８１９ 中曽根 ５番４地先まで
東７号
線 北九州市小倉南区中

曽根東四丁目１６８ 22.0
後 ０番３地先から 105.0

～

北九州市小倉南区中 28.0
曽根東四丁目１６７
４番３まで

北九州市告示第３５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定
により、次のとおり道路の区域を変更する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年４月４日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 県道
２ 路線名等

変更
整理番号 路線名 前後 区 域 変 更 の 区 間 幅 員 延 長

の別 (m) (m)

北九州市小倉南区中
曽根新町１３０１番 12.0
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前 ４地先から 220.0

～

北九州市小倉南区中 14.0
曽根新町１４７８番
１地先まで

２５ 門司行
橋線 北九州市小倉南区中

曽根新町１３０１番 16.0
後 ４地先から 220.0

～

北九州市小倉南区中 19.0
曽根新町１４７８番
１まで

北九州市告示第３５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定
により、次のとおり道路の区域を変更する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年４月４日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 一般国道
２ 路線名等

変更
整理番号 路線名 前後 区 域 変 更の 区 間 幅 員 延 長

の別 (m) (m)

北九州市戸畑区新池
三丁目５３０８番３ 11.0
地先から 1541.7

～

北九州市戸畑区川代 191.0
二丁目５６５５番４
地先まで
前
北九州市戸畑区新池
三丁目５３０６番２ 15.0
地先から 1854.4

～

北九州市戸畑区川代 54.0
二丁目１２１番１地
先まで

北九州市戸畑区新池
１９９ １９９ 三丁目５３０８番３ 11.0

号 地先から 500.0

～

北九州市戸畑区元宮 52.7
町２７２番まで

後
北九州市戸畑区新池
三丁目５３０６番２ 15.0
地先から 1854.4

～

北九州市戸畑区川代 54.0
二丁目１２１番１地
先まで

北九州市告示第３６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定
により、次のとおり道路の区域を変更する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。

平成１７年４月４日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 道路の種類 一般国道
２ 路線名等

変更
整理番号 路線名 前後 区 域 変 更の 区 間 幅 員 延 長

の別 (m) (m)

北九州市若松区本町
一丁目６４番３地先 16.0
から 1353.6

～

北九州市若松区白山 75.3
一丁目２番１地先ま
で
前
北九州市若松区北浜
一丁目１番２１地先 18.1
から 2108.8

～

北九州市若松区白山 36.5
一丁目４３３番７地
先まで

北九州市若松区本町
１９９ １９９ 三丁目５４８番１１ 21.5

号 から 330.0

～

北九州市若松区白山 75.3
一丁目２番１地先ま
で
後
北九州市若松区北浜
一丁目１番２１地先 18.1
から 2108.8

～

北九州市若松区白山 36.5
一丁目４３３番７地
先まで

北九州市告示第３６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定
により、次のとおり道路の供用を開始する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年４月５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 一般国道
２ 路線名等

整理番号 路線名 供用開始の区間 供用開始の期日

北九州市若松区大 平成１７年４月５日
４９５ ４９５ 字頓田２７７５番

号 ９地先から
北九州市若松区大
字竹並１１６１番
１地先まで

北九州市告示第３６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定



380

北 九 州 市 公 報 第１４１１号（２分冊の２） 平成１７年 ４月１５日

により、次のとおり道路の供用を開始する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部
管理課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年４月５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 道路の種類 市道
２ 路線名等

整理番号 路線名 供用開始の区間 供用開始の期日

北九州市若松区大 平成１７年４月５日
６５３ 折尾頓 字払川１１０番か

田線 ら
北九州市若松区大
字竹並１１６２番
まで

北九州市告示第３６３号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第
１項及び北九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号
）第４０条第１項の規定により、北九州市営九州鉄道記念館西
駐車場における使用料の収納事務を次のとおり委託した。
平成１７年４月６日

北九州市長 末 吉 興 一

受 託 者
委 託 期 間

名 称 住 所

平山商会株式会 北九州市門司区平成１７年４月１日か
社 丸山一丁目１番 ら平成１８年３月３１

１４号 日まで

北九州市告示第３７１号
北九州市住居表示に関する条例（昭和４１年北九州市条例第
４号）第２条の規定により、別図１の北九州市小倉南区上 原�
一丁目９番、１０番及び１２番から１５番までの街区の区域を
別図２のとおり変更するとともに、別図１の同区上 原一丁目�
の区域について別図２のとおり街区を増設し、平成１７年４月
１５日から実施するので告示する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
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北九州市告示第３７２号
計量法（平成４年法律第５１号）第１９条第１項の規定に基
づき、北九州市八幡西区における特定計量器（特定計量器検定
検査規則（平成５年通商産業省令第７０号）第３９条第１項第
１号及び第３号から第５号までのいずれかに該当する特定計量
器を除く。）の定期検査を次のとおり実施する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 特定計量器検定検査規則第３９条第１項第２号に定める特
定計量器

検査期日 検査時間 検査場所

平成17年5月1 10時～16時 八幡西区内の特定計量器の所
7日から同年1 在の場所
2月28日まで

備考 日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和
２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「日曜日
等」という。）は、定期検査を行わない。
２ １に規定する特定計量器以外の特定計量器

検査期日 検査時間 検査場所

平成17年5月1 10時～12時､ 北九州市八幡西区藤田四丁目
7日 13時～15時 ４番２４号

黒崎小学校

平成17年5月1 10時～12時､ 北九州市八幡西区藤田四丁目
8日 13時～15時 ４番２４号

黒崎小学校

平成17年5月1 10時～12時､ 北九州市八幡西区下上津役四
9日 13時～15時 丁目８番１号

八幡西区役所上津役出張所

平成17年5月2 10時～12時､ 北九州市八幡西区沖田四丁目
0日 13時～15時 １８番１号

沖田中学校

平成17年5月2 10時～12時､ 北九州市八幡西区引野三丁目
3日 13時～15時 １５番１号

引野小学校

平成17年5月2 10時～12時､ 北九州市八幡西区則松二丁目
4日 13時～15時 １番１号

則松小学校

平成17年5月2 10時～12時､ 北九州市八幡西区筒井町３番
5日 13時～15時 １号

筒井小学校

平成17年5月2 10時～12時､ 北九州市八幡西区折尾一丁目
6日 13時～15時 １番１０号

折尾八幡公園

平成17年5月2 10時～12時､ 北九州市八幡西区穴生一丁目
7日 13時～15時 １３番１号

穴生小学校

平成17年5月3 10時～12時､ 北九州市八幡西区香月中央一
1日 13時～15時 丁目７番１号

香月市民センター

平成17年6月1 10時～12時､ 北九州市小倉北区親和町６番
日から同年12 13時～15時 ２号
月28日まで 北九州市計量検査所

備考 日曜日等は、定期検査を行わない。

北九州市告示第３７３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第
１項の規定により、次のとおり事務を委託したので、同条第３
項において準用する同法第２５２条の２第２項の規定により、
次のとおり告示する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 委託事務の内容
若松モーターボート競走場において開催されるモーターボ
ート競走に係る場外発売に係る事務
２ 事務の委託先
阿左美水園競艇組合
戸田競艇組合
埼玉県都市競艇組合
東京都六市競艇事業組合
東京都三市収益事業組合
府中市
青梅市
東京都四市競艇事業組合
浜名湖競艇企業団
蒲郡市
常滑市
津市
武生三国モーターボート競走施行組合
滋賀県
大阪府都市競艇組合
箕面市
尼崎市
伊丹市
鳴門市
丸亀市
倉敷市
宮島競艇施行組合
周南市
下関市
芦屋町外二ヵ町競艇施行組合
福岡市
唐津市
大村市
３ 規約
別紙のとおり
（別紙）
北九州市と受託施行者との間におけるモーターボ
ート競走施行に伴う場間場外発売事務の委託に関
する規約
（委託事務の範囲）
第１条 北九州市（以下「甲」という。）は、北九州市営モー
ターボート競走施行に伴う場間場外発売場における場外発
売事務（以下「委託事務」という。) の管理及び執行を地
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方自治法（昭和２２年法律第６７号）同法第２５２条の１
４の規定に基づき、別表に揚げる受託施行者（以下「乙」
という。）に委託する。
ただし、委託事務を行なう場間場外発売場については、甲
乙協議の上別に定めるものとし、勝舟投票券の払戻及び返
還場所については、乙が指定する場所とする。
２ 前項ただし書に定める場間場外発売場における勝舟投票券
を発売する日については、甲乙協議の上別に定める。
（経費の負担）
第２条 甲は、委託事務の管理及び執行に要する経費を乙に交
付するものとし、経費の内訳、金額及び交付の時期につい
ては、甲乙協議の上別に定めるものとする。
２ 乙は、前項の協議に当たって、委託事務に要する経費の積
算根拠を明らかにした書類を甲に提出するものとする。
（予算の執行）
第３条 乙は、委託事務の管理及び執行に係る収入及び支出を
、毎年度乙のモーターボート競走事業に係る会計の歳入歳
出予算において分別して計上するものとする。
（決算の場合の措置）
第４条 乙は、地方自治法第２３３条第６項の規定により、決
算の要領を告示したときは、同時に当該決算の委託事務に
関する部分を甲に通知するものとする。
（損害の賠償）
第５条 乙の責めに帰すべき事由によって甲に損害を与えた場
合は、乙においてその賠償の責めを負うものとし、甲の責
めに帰すべき事由によって乙に損害を与えた場合は、甲は
その賠償の責めを負うものとする。
（定めのない事項の協議）
第６条 前各条に定めのない事項が生じた場合は、その都度甲
乙協議の上定めるものとする。
（条例等改正の場合の措置）
第７条 委託事務の管理及び執行について適用される乙の条例
及び規則その他の規程の全部又は一部を変更しようとする
場合においては、乙は、予め、甲に通知しなければならな
い。
別表

受 託 施 行 者

阿左美水園競艇組合、戸田競艇組合、埼玉県都市競艇組合、
東京都六市競艇事業組合、東京都三市収益事業組合、府中市
、青梅市、東京都四市競艇事業組合、浜名湖競艇企業団、蒲
郡市、常滑市、津市、武生三国モーターボート競走施行組合
、滋賀県、大阪府都市競艇組合、箕面市、尼崎市、伊丹市、
鳴門市、丸亀市、倉敷市、宮島競艇施行組合、周南市、下関
市、芦屋町外二ヵ町競艇施行組合、福岡市、唐津市、大村市

北九州市告示第３７４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第
１項の規定により、次のとおり事務の委託を受けたので、同条
第３項において準用する同法第２５２条の２第２項の規定によ
り、次のとおり告示する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 委託事務の内容
次の施行者により開催されるモーターボート競走に係る場
外発売に係る事務
阿左美水園競艇組合
戸田競艇組合

埼玉県都市競艇組合
東京都六市競艇事業組合
東京都三市収益事業組合
府中市
青梅市
東京都四市競艇事業組合
浜名湖競艇企業団
蒲郡市
常滑市
津市
武生三国モーターボート競走施行組合
滋賀県
大阪府都市競艇組合
箕面市
尼崎市
伊丹市
鳴門市
丸亀市
倉敷市
宮島競艇施行組合
周南市
下関市
芦屋町外二ヵ町競艇施行組合
福岡市
唐津市
大村市
２ 規約
別紙のとおり
（別紙）
委託施行者と北九州市との間におけるモーターボ
ート競走施行に伴う場間場外発売事務の委託に関
する規約
（委託事務の範囲）
第１条 別表に揚げる委託施行者（以下「甲」という。）は、
委託施行者営モーターボート競走施行に伴う場間場外発売
場における場外発売事務（以下「委託事務」という。) の
管理及び執行を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）同
法第２５２条の１４の規定に基づき、北九州市（以下「乙
」という。）に委託する。
ただし、委託事務を行なう場間場外発売場については、甲
乙協議の上別に定めるものとし、勝舟投票券の払戻及び返
還場所については、乙が指定する場所とする。
２ 前項ただし書に定める場間場外発売場における勝舟投票券
を発売する日については、甲乙協議の上別に定める。
（経費の負担）
第２条 甲は、委託事務の管理及び執行に要する経費を乙に交
付するものとし、経費の内訳、金額及び交付の時期につい
ては、甲乙協議の上別に定めるものとする。
２ 乙は、前項の協議に当たって、委託事務に要する経費の積
算根拠を明らかにした書類を甲に提出するものとする。
（予算の執行）
第３条 乙は、委託事務の管理及び執行に係る収入及び支出を
、毎年度乙のモーターボート競走事業に係る会計の歳入歳
出予算において分別して計上するものとする。
（決算の場合の措置）
第４条 乙は、地方自治法第２３３条第６項の規定により、決
算の要領を告示したときは、同時に当該決算の委託事務に
関する部分を甲に通知するものとする。
（損害の賠償）
第５条 乙の責めに帰すべき事由によって甲に損害を与えた場
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合は、乙においてその賠償の責めを負うものとし、甲の責
めに帰すべき事由によって乙に損害を与えた場合は、甲は
その賠償の責めを負うものとする。
（定めのない事項の協議）
第６条 前各条に定めのない事項が生じた場合は、その都度甲
乙協議の上定めるものとする。
（条例等改正の場合の措置）
第７条 委託事務の管理及び執行について適用される乙の条例
及び規則その他の規程の全部又は一部を変更しようとする
場合においては、乙は、予め、甲に通知しなければならな
い。
別表

委 託 施 行 者

阿左美水園競艇組合、戸田競艇組合、埼玉県都市競艇組合、
東京都六市競艇事業組合、東京都三市収益事業組合、府中市
、青梅市、東京都四市競艇事業組合、浜名湖競艇企業団、蒲
郡市、常滑市、津市、武生三国モーターボート競走施行組合
、滋賀県、大阪府都市競艇組合、箕面市、尼崎市、伊丹市、
鳴門市、丸亀市、倉敷市、宮島競艇施行組合、周南市、下関
市、芦屋町外二ヵ町競艇施行組合、福岡市、唐津市、大村市

北九州市告示第３７５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定に
より、医療扶助のための医療を担当させる機関を次のとおり指
定した。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一

名 称 所 在 地 指定年月日

なかの歯科クリニック北九州市門司区柳町二丁目８平成１７年２月１日
番２０号

れもん歯科医院 北九州市小倉南区南方三丁目平成１７年２月１日
４番９号

みのり調剤薬局 北九州市小倉南区徳力三丁目平成１７年３月１日
１２番２６号

フタバ薬局鳥居前店 北九州市小倉南区徳力一丁目平成１７年３月１日
１番８号

医療法人二島医院 北九州市若松区東二島三丁目平成１７年２月１４
５番２０号 日

岡本薬局 北九州市若松区東二島三丁目平成１７年２月１４
５番１６号 日

まつお起命堂薬局 北九州市八幡東区西本町四丁平成１６年１２月７
目１番１号 日

薬局カーニバル 北九州市八幡西区御開三丁目平成１７年３月１日
３番６０号

北九州市告示第３７６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規

定により、次の指定医療機関から廃止の届出があった。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一

名 称 所 在 地 廃止年月日

医療法人二島医院 北九州市若松区東二島四丁目平成１７年２月
１番１１号 １３日

岡本薬局 北九州市若松区東二島四丁目平成１７年２月
１番１３号 １３日

松尾中央薬局 北九州市八幡東区西本町四丁平成１６年１２
目３番２０号 月６日

藤瀬歯科医院 北九州市八幡西区香月中央二平成１７年１月
丁目１４番１号 １６日

北九州市告示第３７７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規
定により、次の指定医療機関から休止の届出があった。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一

名 称 所 在 地 指定年月日

有限会社清滝調剤薬局 北九州市門司区本町４番１平成１７年１月
１号 １５日

北九州市告示第３７８号
生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)第５４条の２第１項
の規定による介護扶助のための居宅介護若しくは居宅介護支援
計画の作成又は施設介護を担当させる機関を次のとおり指定し
た。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 訪問介護

名 称 所 在 地 指定年月日

ヘルパーステーション未来小北九州市小倉北区愛宕二平成１７年３月１
倉センター 丁目１番２１号 日

ヘルパーステーションあおば北九州市小倉北区木町三平成１７年３月１
丁目６番１６－１０３号日

株式会社楽々 サービス ヘル北九州市小倉北区木町四平成１７年３月１
パーステーション木町 丁目１３番１３号 日

株式会社楽々 サービスヘルパ北九州市八幡西区吉祥寺平成１７年３月１
ーステーション八幡南 町１５番２０号 日

２ 訪問看護

名 称 所 在 地 指定年月日

医療法人二島医院 北九州市若松区東二島三平成１７年２月１
丁目５番２０号 ４日
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３ 訪問リハビリテーション

名 称 所 在 地 指定年月日

医療法人二島医院 北九州市若松区東二島三平成１７年２月１
丁目５番２０号 ４日

４ 居宅療養管理指導

名 称 所 在 地 指定年月日

医療法人二島医院 北九州市若松区東二島三平成１７年２月１
丁目５番２０号 ４日

５ 通所介護

名 称 所 在 地 指定年月日

ケアハウス好日デイサービス北九州市門司区大里戸ノ平成１７年２月１
センター 上四丁目１番４０号 日

つくしケアセンター本城 北九州市八幡西区千代ケ平成１７年３月１
崎三丁目６番３０号 日

医療法人西田医院デイサービ北九州市八幡西区大字野平成１７年２月１
スセンター 面７９０番地 日

６ 認知症対応型共同生活介護

名 称 所 在 地 指定年月日

グループホーム かがやき 北九州市小倉北区神岳二平成１７年３月１
丁目１０番１４号 日

グループホーム ほうらい小北九州市戸畑区小芝一丁平成１７年２月１
芝 目６番１０号 日

７ 居宅療養管理指導

名 称 所 在 地 指定年月日

メロディケアプランセンター北九州市小倉北区下富野平成１７年３月１
二丁目７番２５号 日

ケアプランセンターあおば 北九州市小倉北区木町三平成１７年３月１
丁目６番１６－１０３号日

ヒューマンケア 北九州市小倉南区下石田平成１７年２月１
一丁目５番２０号 日

さわやかケアプランセンター北九州市八幡西区熊手三平成１７年２月１
黒崎 丁目３番１７号 日

つくしケアセンター本城 北九州市八幡西区千代ケ平成１７年３月１
崎三丁目６番３０号 日

株式会社楽々 サービス八幡南北九州市八幡西区吉祥寺平成１７年３月１
ケアプランセンター 町１５番２０号 日

北九州市告示第３７９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第
４項において準用する第５０条の２の規定により、次の指定
介護機関から廃止の届出があった。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 訪問看護

名 称 所 在 地 廃止年月日

医療法人二島医院 北九州市若松区東二島平成１７年２月１３
四丁目１番１１号 日

藤瀬歯科医院 北九州市八幡西区香月平成１７年１月１６
中央二丁目１４番１号 日

２ 訪問リハビリテーション

名 称 所 在 地 廃止年月日

医療法人二島医院 北九州市若松区東二島平成１７年２月１３
四丁目１番１１号 日

藤瀬歯科医院 北九州市八幡西区香月平成１７年１月１６
中央二丁目１４番１号 日

３ 居宅療養管理指導

名 称 所 在 地 廃止年月日

医療法人二島医院 北九州市若松区東二島平成１７年２月１３
四丁目１番１１号 日

岡本薬局 北九州市若松区東二島平成１７年２月１３
四丁目１番１３号 日

松尾中央薬局 北九州市八幡東区西本平成１６年１２月６
町四丁目３番２０号 日

藤瀬歯科医院 北九州市八幡西区香月平成１７年１月１６
中央二丁目１４番１号 日

４ 居宅介護支援事業

名 称 所 在 地 廃止年月日

さわやかケアプランセン北九州市八幡西区熊手平成１７年１月３１
ター黒崎 三丁目３番１７号 日

北九州市告示第３８０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４
項において準用する第５０条の２の規定により、次の指定介護
機関から変更の届出があった。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 所在地の変更
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変更
名 称 前後 所在地 変更年月日

の別

ヘルパーステーション 前 北九州市小倉北区白銀二丁平成１７年１月
・キラキラ 目２番７－１０６号 １５日

後 北九州市小倉北区東篠崎一
丁目１７番１２号

株式会社ケアテックサ 前 北九州市小倉南区志井六丁平成１６年３月
ービス 目２番７号 １日

後 北九州市小倉南区志井六丁
目２３番３号

ちあきヘルパーステー 前 北九州市小倉南区徳吉西一平成１６年１２
ション 丁目３番２２号 月７日

後 北九州市小倉南区蒲生一丁
目６番２０号

有限会社なごみ介護サ 前 北九州市八幡西区小嶺二丁平成１７年２月
ービス 目６番２９号 ２日

後 北九州市八幡西区馬場山東
二丁目１０番５号

北九州市告示第３８１号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の１７第
１項の規定に基づき指定居宅支援事業者を指定したので、同法
第２１条の２３の規定により次のとおり告示する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
居宅介護

事業所の名称及び 事業者の名称、主たる事務所 指定年月日
所在地 の所在地及び代表者の氏名

もぉすと在宅介護 有限会社モォスト 平成１７年
サービスセンター 北九州市小倉北区真鶴二丁目 ４月１日
北九州市小倉北区 １１番１６号
真鶴二丁目１１番 岡 紀彦
１６号

ヘルパーステーシ 有限会社優優 平成１７年
ョンゆうゆう 北九州市八幡西区金剛三丁目 ４月１日
北九州市八幡西区 ９番４９号
金剛三丁目９番４ 長野英二
９号

北九州市告示第３８２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の
１７第１項の規定に基づき指定居宅支援事業者を指定したので
、同法第１７条の２３の規定により次のとおり告示する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一

居宅介護

事業所の名称及び 事業者の名称、主たる事務所 指定年月日
所在地 の所在地及び代表者の氏名

もぉすと在宅介護 有限会社モォスト 平成１７年
サービスセンター 北九州市小倉北区真鶴二丁目 ４月１日
北九州市小倉北区 １１番１６号
真鶴二丁目１１番 岡 紀彦
１６号

ヘルパーステーシ 有限会社優優 平成１７年
ョンゆうゆう 北九州市八幡西区金剛三丁目 ４月１日
北九州市八幡西区 ９番４９号
金剛三丁目９番４ 長野英二
９号

北九州市告示第３８３号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の１
７第１項の規定に基づき指定居宅支援事業者を指定したので、
同法第１５条の２３の規定により次のとおり告示する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
居宅介護

事業所の名称及び 事業者の名称、主たる事務所 指定年月日
所在地 の所在地及び代表者の氏名

もぉすと在宅介護 有限会社モォスト 平成１７年
サービスセンター 北九州市小倉北区真鶴二丁目 ４月１日
北九州市小倉北区 １１番１６号
真鶴二丁目１１番 岡 紀彦
１６号

ヘルパーステーシ 有限会社優優 平成１７年
ョンゆうゆう 北九州市八幡西区金剛三丁目 ４月１日
北九州市八幡西区 ９番４９号
金剛三丁目９番４ 長野英二
９号

北九州市告示第３８４号
地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１５８条第１
項及び北九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第
４９号）第４０条第１項の規定により、北九州市立美術館の使
用料の収納事務を次のとおり委託した。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一

受 託 者
委託期間

名 称 住 所

北九州ビル管理株 北九州市小倉北区 平成１７年４月１日
式会社 大手町４番２３号 から平成１８年３月

３１日まで

北九州市告示第３８５号
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地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第
１項及び北九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号
）第４０条第１項の規程により、北九州市営天神島駐車場、北
九州市営中央町駐車場、北九州市営室町駐車場、北九州市営勝
山公園地下駐車場、北九州市営折尾駅前駐車場及び北九州市営
黒崎駅西駐車場における駐車料金の徴収事務を次のとおり委託
した。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一

受 託 者
委託期間

名 称 住 所

社団法人北九州市 北九州市戸畑区汐 平成１７年４月１日
シルバー人材セン 井町１番６号 から平成１８年３月
ター ３１日まで

北九州市告示第３８６号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第
１項及び北九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号
）第４０条第１項の規定により、北九州市エコタウンセンター
の使用料の徴収事務を次のとおり委託した。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一

受託者
委託期間

名 称 住 所

ひびき灘開発株 北九州市若松区 平成１７年４月１日
式会社 浜町一丁目１８番 から平成１８年３月

１号 ３１日

公 告

北九州市公告第８４号
北九州市環境影響評価条例（平成１０年北九州市条例第１１
号）第２０条第１項の規定により、対象事業の廃止の届出があ
ったので、同条第２項の規定により、次のとおり公告する。
平成１７年３月２２日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 事業者の氏名及び住所
株式会社シエールコーポレーション
代表取締役社長 桝本康男
北九州市小倉北区中島一丁目１番１号
２ 対象事業の名称
シエールタワー小倉建設事業
３ 廃止年月日
平成１７年３月１４日

北九州市公告第８５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第
１項の規定により大規模小売店舗の新設の届出があったので、
同条第３項の規定により次のとおり公告し、当該届出及び添付
書類を縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生
活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は
、意見書を北九州市長に提出することができる。
平成１７年３月２３日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地
（仮称）ニトリ小倉南店
北九州市小倉北区上 原二丁目１６番 外�
２ 大規模小売店舗を設置する者
株式会社サンリブ
代表取締役 藤村昌伯
北九州市小倉北区金田一丁目３番３３号
３ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者
株式会社ニトリ
代表取締役社長 似鳥昭雄
札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番８０号
４ 大規模小売店舗の新設をする日
平成１７年１１月１０日
５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計
５，１７７平方メートル
６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項
(1) 駐車場の収容台数
１３６台
(2) 駐輪場の収容台数
４２台
(3) 荷さばき施設の面積
１２８．３平方メートル
(4) 廃棄物の保管施設の容量
１８．８立方メートル

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項
(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び
閉店時刻
午前１０時から午後８時まで
(2) 来客が駐車場を利用することができる時間帯
午前９時３０分から午後８時３０分まで
(3) 駐車場の自動車の出入口の数
出入口２箇所
(4) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間
帯
午前６時から午後１０時まで

８ 届出年月日
平成１７年３月９日
９ 縦覧場所
(1) 北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市産業学術振興局産業振興部商業振興課
(2) 北九州市小倉南区若園五丁目１番２号
北九州市小倉南区役所まちづくり推進課

１０ 縦覧期間
平成１７年３月２３日から平成１７年７月２５日まで（日
曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前８時３０
分から午後５時まで
１１ 意見書の提出要領
次に掲げる事項を記載した文書を平成１７年７月２５日ま
でに北九州市産業学術振興局産業振興部商業振興課に到着す
るように提出すること。
(1) 氏名又は団体名及び団体にあってはその代表者の氏名
(2) 住所又は所在地
(3) 連絡先電話番号
(4) 大規模小売店舗の名称及び所在地
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(5) 意見

北九州市公告第８６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第
１項の規定により大規模小売店舗の新設の届出があったので、
同条第３項の規定により次のとおり公告し、当該届出及び添付
書類を縦覧に供する。
なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生
活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は
、意見書を北九州市長に提出することができる。
平成１７年３月２３日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地
（仮称）マックスバリュ上の原店
北九州市八幡西区上の原（区画整理２街区）
２ 大規模小売店舗を設置する者
マックスバリュ九州株式会社
代表取締役 坂野邦雄
福岡市博多区博多駅東三丁目１３番２１号
３ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者
(1) マックスバリュ九州株式会社
代表取締役 坂野邦雄
福岡市博多区博多駅東三丁目１３番２１号
(2) その他未定
４ 大規模小売店舗の新設をする日
平成１７年１１月１５日
５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計
３，２０６平方メートル
６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項
(1) 駐車場の収容台数
１５２台
(2) 駐輪場の収容台数
６６台
(3) 荷さばき施設の面積
５２平方メートル
(4) 廃棄物の保管施設の容量
３０．２４立方メートル

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項
(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び
閉店時刻
午前０時から午後１２時まで
(2) 来客が駐車場を利用することができる時間帯
午前０時から午後１２時まで
(3) 駐車場の自動車の出入口の数
出入口３箇所
(4) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間
帯
午前６時から午後１１時まで

８ 届出年月日
平成１７年３月１４日
９ 縦覧場所
(1) 北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市産業学術振興局産業振興部商業振興課
(2) 北九州市八幡西区筒井町１５番１号
北九州市八幡西区役所まちづくり推進課

１０ 縦覧期間
平成１７年３月２３日から平成１７年７月２５日まで（日
曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前８時３０
分から午後５時まで

１１ 意見書の提出要領
次に掲げる事項を記載した文書を平成１７年７月２５日ま
でに北九州市産業学術振興局産業振興部商業振興課に到着す
るように提出すること。
(1) 氏名又は団体名及び団体にあってはその代表者の氏名
(2) 住所又は所在地
(3) 連絡先電話番号
(4) 大規模小売店舗の名称及び所在地
(5) 意見

北九州市公告第８７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第
２項の規定により大規模小売店舗の変更事項の届出があったの
で、同条第３項が準用する同法第５条第３項の規定により、次
のとおり公告し、当該届出及び添付書類を縦覧に供する。
なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生
活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は
、意見書を北九州市長に提出することができる。
平成１７年３月２３日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地
サンリブシティ小倉
北九州市小倉南区上 原二丁目１４－１０１ 他５７筆�
２ 大規模小売店舗の設置者
株式会社サンリブ
代表取締役 藤村昌伯
北九州市小倉北区金田一丁目３番３３号
３ 変更しようとする事項
駐車場の位置
ア 変更前
Ａ②駐車場の北側及び東側の一部
イ 変更後
Ａ①駐車場及び店舗内３階、４階駐車場の一部

４ 変更する年月日
平成１７年３月１８日
５ 変更する理由
路線バスの新設により、敷地の一部に乗降場を設け、Ａ地
区駐車場の区画の変更を行い、来客者はもとより周辺住民も
含めて利用者の利便性を確保するため。
６ 届出年月日
平成１７年３月１７日
７ 縦覧場所
(1) 北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市産業学術振興局産業振興部商業振興課
(2) 北九州市小倉南区若園五丁目１番２号
北九州市小倉南区役所まちづくり推進課

８ 縦覧期間
平成１７年３月２３日から平成１７年７月２５日まで（日
曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日）の毎日午前８時３０分から午
後５時まで
９ 意見書の提出要領
次に掲げる事項を記載した文書を平成１７年７月２５日ま
でに北九州市産業学術振興局産業振興部商業振興課に到着す
るように提出すること。
(1) 氏名又は団体名及び団体にあってはその代表者の氏名
(2) 住所又は所在地
(3) 連絡先電話番号
(4) 大規模小売店舗の名称及び所在地
(5) 意見
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北九州市公告第８８号
次の物件は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３２条
及び第４３条の規定に違反しているので、当該物件の所有者は
、平成１７年４月６日までに除却してください。
なお、上記の期日までに除却されない場合は、北九州市にお
いて除却します。
平成１７年３月２３日

北九州市長 末 吉 興 一

構造 所在地

用途 屋台 北九州市八幡東区中央三丁
物件の色 青色 目６番
寸法 縦１．３２メートル 県道八幡戸畑線
、横２．４メートル、高さ
１．９６メートル

用途 屋台 北九州市八幡東区中央三丁
物件の色 青色 目６番
寸法 縦１．４２メートル 県道八幡戸畑線
、横２メートル、高さ２．
２メートル

北九州市公告第８９号
次の車両は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４３条
の規定に違反しているので、当該車両の所有者は、平成１７年
４月６日までに除却してください。
なお、上記の期日までに除却されない場合は、北九州市にお
いて除却します。
平成１７年３月２３日

北九州市長 末 吉 興 一

種 類 ・ 型 式 放 置 場 所

普通乗用自動車 北九州市八幡西区養福寺町
いすゞ ファーゴ １番
車体の色 白色 市道養福寺町２号線路上
登録番号 佐世保56ち46-08

北九州市公告第９０号
都市公園の供用を開始するので、都市公園法（昭和３１年法
律第７９号）第２条の２の規定により、次のとおり公告する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 供用を開始する都市公園の名称、位置及び区域

名 称 位 置 区 域公園番号

4634 北九州市立 北九州市小倉南区 北九州市小倉南区
徳力二丁目 徳力二丁目２１番 徳力二丁目２１番
南公園 の一部

4635 北九州市立 北九州市若松区高 北九州市若松区高
草枕緑道 須西二丁目２番か 須西二丁目２番か

ら８番まで、高須 ら８番まで、高須
南一丁目１２番、 南一丁目１２番、
高須南三丁目３ 高須南三丁目３

番、高須南四丁目 番、高須南四丁目
１番から５番まで １番から５番まで
及び高須南五丁目 及び高須南五丁目
５番 ５番の各一部

4636 北九州市立 北九州市若松区高 北九州市若松区高
思楽緑道 須北二丁目１番か 須北二丁目１番か

ら１０番まで及び ら１０番まで及び
高須東四丁目１０ 高須東四丁目１０
番から１４番まで 番から１４番まで

の各一部

4637 北九州市立 北九州市八幡東区 北九州市八幡東区
中央緑地 高見一丁目１番及 高見一丁目１番及

び３番並びに戸畑 び３番並びに戸畑
区西鞘ケ谷町２１ 区西鞘ケ谷町２１
番 番の各一部

4638 北九州市立 北九州市八幡西区 北九州市八幡西区
浅川一丁目 浅川一丁目２１番 浅川一丁目２１番
公園 の一部

4639 北九州市立 北九州市八幡西区 北九州市八幡西区
浅川台三丁 浅川台三丁目１９ 浅川台三丁目１９
目西公園 番 番の一部

4640 北九州市立 北九州市八幡西区 北九州市八幡西区
上上津役夢 上上津役四丁目１ 上上津役四丁目１
の町南公園 ０番 ０番の一部

4641 北九州市立 北九州市戸畑区東 北九州市戸畑区東
東鞘ケ谷町 鞘ケ谷町４番 鞘ケ谷町４番の一
公園 部

２ 供用開始の期日
平成１７年３月３１日
なお、供用開始に係る区域を示す図面を、北九州市建設局公
園緑地部公園管理課において公告の日から２週間一般の縦覧に
供する。

北九州市公告第９１号
都市公園の区域を変更するので、北九州市都市公園、霊園、
駐車場等の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条
例第７号）第１４条の２の規定により、次のとおり公告する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一

１ 区域を変更する都市公園の名称、位置及び変更に係る区域

名 称 位 置 変更に係る区域公園番号

3785 北九州市立 北九州市小倉南区 北九州市小倉南区
重住南公園 重住二丁目６番 重住二丁目６番の

一部

3437 北九州市立 北九州市戸畑区小 北九州市戸畑区小
戸畑東本町 芝三丁目２番 芝三丁目２番の一
公園 部

２ 変更の期日
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平成１７年３月３１日
なお、変更に係る区域を示す図面を、北九州市建設局公園緑
地部公園管理課において公告の日から２週間一般の縦覧に供す
る。

北九州市公告第９２号
都市公園の位置及び区域の表示を変更するので、次のとおり
公告する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 位置及び区域の表示を変更する都市公園の名称、位置及び
区域

名 称 位 置 区 域公園番号 新旧
の別

3581 北九州市立 新 北九州市八幡西区 北九州市八幡西区
折尾南１号 さつき台二丁目２ さつき台二丁目２
公園 ０番 ０番の一部

旧 北九州市八幡西区 北九州市八幡西区
大字折尾 大字折尾の一部

3568 北九州市立 新 北九州市八幡西区 北九州市八幡西区
折尾南２号 大膳一丁目１３番 大膳一丁目１３番
公園 の一部

旧 北九州市八幡西区 北九州市八幡西区
大字折尾 大字折尾の一部

２ 変更の期日
平成１７年３月３１日

北九州市公告第９３号
都市公園の名称を変更するので、次のとおり公告する。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 名称を変更する都市公園の名称、位置及び区域

名 称 位 置 区 域公園番号 新旧の別

3946 新 北九州市立
町上津役西
一丁目西公北九州市八幡西北九州市八幡西
園 区町上津役西一区町上津役西一

丁目９番 丁目９番の一部
旧 北九州市立
下上津役２
号公園

２ 変更の期日
平成１７年３月３１日

北九州市公告第９３－２号
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第１
項の規定に基づき、北九州都市計画事業上 土地区画整�原第二
理事業の事業計画の変更をした。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 組合の名称

北九州市上 土地区画整理組合�原第二
２ 事業施行期間
平成１３年１２月１９日から平成１８年３月３１日まで
３ 施行地区
北九州市小倉南区上 上 原五丁 目� � �原一丁目、 原二丁目、

の各一部、 原元町三丁目及び 原本町一丁目� �
４ 事務所の所在地

原二丁目１３番１４号北九州市小倉南区上�
５ 設立認可の年月日
平成１３年１２月１９日
６ 変更認可の年月日
平成１７年３月３１日

北九州市公告第１０４号
福岡県知事から次の北九州都市計画道路事業の認可に係る図
書の写しの送付を受けたので、都市計画法（昭和４３年法律第
１００号）第６２条第２項の規定により、これを北九州市建設
局道路部街路課において公衆の縦覧に供する。
平成１７年４月６日

北九州市長 末 吉 興 一
３・２・１０号 ９号線
３・２・１０号 ９号線（熊谷工区）
３・５・１１５号 小倉駅大門線
３・２・１０８号 室町大門線
３・２・９号 ７号線
３・３・４７号 日明渡船場線
３・３・１７５号 城内大手町線
３・３・２４号 浅野町愛宕線
３・４・９８号 三萩野野田町線
７・７・１１号 都市高速道路１号線付属３号線
３・３・４０号 湯川東谷線（石田）
３・３・３９号 飛行場南線
３・１・５号 ８号線
３・５・１２０号 沖台通り線（沖台一工区）
３・２・１５号 新池町線
１・４・５号 戸畑大谷線
１・４・８号 響灘戸畑線
３・２・１５号 新池町線
３・５・１８８号 新池町中原線
３・３・３１号 本町桜町線
３・５・１２８号 臨港１号線
３・４・７４号 城山西線
３・２・１７３号 引野永犬丸線
３・５・１２４号 藤田中間線
３・３・３７号 八幡直方線
３・４・９０号 黒崎駅前線
３・３・９２号 緑行正線
３・３・１６９号 穴生水巻線
３・３・１６９号 穴生水巻線（永犬丸工区）
３・３・５１号 上津役本城線
３・２・６１号 １１号線

北九州市公告第１０５号
北九州都市計画道路事業の認可の告示（平成１７年福岡県告
示第５８４号から平成１６年福岡県告示第６６０号まで）があ
ったので、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６６条
の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月６日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 都市計画事業の種類
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道路事業
２ 都市計画事業の名称及び事業地の所在

名 称 所 在

３・２・１０号９号線 北九州市小倉北区木町二丁目
地内

３・２・１０号９号線（熊 北九州市小倉北区新高田一丁目
谷工区） 、新高田二丁目、篠崎一丁目か

ら篠崎三丁目まで、及び熊谷三
丁から熊谷五丁目まで地内

３・５・１１５号小倉駅大 北九州市小倉北区大門二丁目地
門線及び３・２・１０８号 内
室町大門線

３・２・９号７号線 北九州市小倉北区足立一丁目か
ら阿多地長目まで、足原一丁目
、足原二丁目、黒原一丁目及び
黒原三丁目地内

３・３・４７号日明渡船場 北九州市小倉北区愛宕二丁目及
線 び日明四丁目地内

３・３・１７５号城内大手 北九州市小倉北区城内及び大手
町線，３・３・２４号浅野 町地内
町愛宕線，３・４・９８号
三萩野野田町線及び７・７
・１１号都市高速道路１号
線付属街路３号線

３・３・４０号湯川東谷線 北九州市小倉南区上石田一丁目
（石田） 及び上石田二丁目地内

３・３・３９号飛行場南線 北九州市小倉南区下貫一丁目
及び３・１・５号８号線 から下貫三丁目まで、中貫一丁

目及び中貫二丁目地内

３・５・１２０号沖台通り 北九州市戸畑区沖台二丁目及び
線（沖台一工区）及び３・ 沖台一丁目地内
２・１５線新池町線

１・４・５号戸畑大谷線， 北九州市戸畑区大字中原，新池
１・４・８号響灘戸畑線， 三丁目，千防三丁目、川代一丁
３・２・１５号新池町線及 目、川代二丁目及び北九州市若
び３・５・１８８号新池町 松区北浜一丁目地内
中原線

３・３・３１号本町桜町線 北九州市若松区本町二丁目及び
本町三丁目地内

３・５・１２８号臨港１号 北九州市若松区南二島一丁目、
線 赤岩町及び藤ノ木三丁目地内

３・４・７４号城山西線 北九州市八幡西区藤田三丁目、
藤田二丁目、黒崎一丁目、田町
二丁目、黒崎城石及び船町地内

３・２・１７３号引野永犬 北九州市八幡西区的場町、養福

丸線，３・５・１２４号藤 寺町，上の原四丁目、美原町、
田中間線及び３・３・３７ 永犬丸東町一丁目、永犬丸東町
号八幡直方線 二丁目及び里中一丁目から里中

三丁目まで地内

３・４・９０号黒崎駅前線 北九州市八幡西区黒崎二丁目か
ら黒崎四丁目まで、熊手二丁目
、熊手三丁目及び岸の浦二丁目
地内

３・３・９２号緑行正線 北九州市八幡西区楠橋南一丁目
、馬場山緑、茶屋の原四丁目、
楠橋東一丁目、大字楠橋、楠橋
東二丁目、楠橋上方二丁目及び
楠橋上方一丁目地内

３・３・１６９号穴生水巻 北九州市八幡西区鷹の巣三丁目
線 及び穴生二丁目地内

３・３・１６９号穴生水巻 北九州市八幡西区大字永犬丸、
線（永犬丸工区） 永犬丸一丁目、永犬丸二丁目、

鷹見台一丁目及び泉ケ浦二丁目
地内

３・３・５１号上津役本城 北九州市八幡西区下上津役四丁
線及び３・２・６１号１１ 目地内
号線

３ 施行者の名称
北九州市
４ 事務所の所在地
北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市建設局道路部街路課
なお、事業地の詳細については、本事業に関する図書を上記
の事務所において縦覧に供している。

北九州市公告第１１１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１９条第１項の
規定により北九州都市計画を決定するので、同法第１７条第１
項の規定により次のとおり公告し、当該都市計画の案を公衆の
縦覧に供する。
なお、当該都市計画の案について意見のある住民及び利害関
係人は、縦覧期間満了の日までに北九州市長に意見書を提出す
ることができる。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 都市計画の種類、名称及び区域
(1) 都市計画の種類
地区計画
(2) 都市計画の名称及び区域

名 称 区 域

浅野三丁目西地区地北九州市小倉北区浅野三丁目地
区計画 内

２ 都市計画の案の縦覧場所
北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市建築都市局計画部都市計画課
３ 縦覧期間
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平成１７年４月１５日から同月２９日まで（日曜日、土曜
日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号
）を除く。）毎日午前８時３０分から午後５時まで
４ 意見書の提出要領
当該都市計画の案についての意見をできるだけ具体的に記
載した文書を、平成１７年４月２９日までに上記縦覧場所に
到着するように提出すること。

北九州市公告第１１２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項に
おいて準用する同法第１９条第１項の規定により北九州都市計
画を変更するので、同法第２１条第２項において準用する同法
第１７条第１項の規定により次のとおり公告し、当該都市計画
の案を公衆の縦覧に供する。
なお、当該都市計画の案について意見のある住民及び利害関
係人は、縦覧期間満了の日までに北九州市長に意見書を提出す
ることができる。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 都市計画の種類
用途地域
２ 都市計画の変更に係る土地の区域

区 区 域

小倉北区 浅野三丁目の一部

３ 都市計画の案の縦覧場所
北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市建築都市局計画部都市計画課
４ 縦覧期間
平成１７年４月１５日から同月２９日まで（土曜日、日曜
日、祝日を除く毎日午前８時３０分から午後５時まで）
５ 意見書の提出要領
当該都市計画の案について意見書を提出しようとする者は
、意見をできるだけ具体的に記載した文書を、上記縦覧場所
に平成１７年４月２９日までに到着するように提出すること
。

北九州市公告第１１３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項に
おいて準用する同法第１９条第１項の規定により北九州都市計
画を変更するので、同法第２１条第２項において準用する同法
第１７条第１項の規定により次のとおり公告し、当該都市計画
の案を公衆の縦覧に供する。
なお、当該都市計画の案について意見のある住民及び利害関
係人は、縦覧期間満了の日までに北九州市長に意見書を提出す
ることができる。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 都市計画の種類
準防火地域
２ 都市計画の変更に係る土地の区域

区 区 域

小倉北区 浅野三丁目の一部

３ 都市計画の案の縦覧場所
北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市建築都市局計画部都市計画課
４ 縦覧期間
平成１７年４月１５日から同月２９日まで（土曜日、日曜
日、祝日を除く毎日午前８時３０分から午後５時まで）
５ 意見書の提出要領
当該都市計画の案について意見書を提出しようとする者は
、意見をできるだけ具体的に記載した文書を、上記縦覧場所
に平成１７年４月２９日までに到着するように提出すること
。

北九州市公告第１１４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の
規定により、次の開発行為に関する工事が完了したことを公告
する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一

開発区域に含まれる地 開 発 行 為 者
域の名称

北九州市八幡東区高見一丁 北九州市八幡東区東田一丁目
目７００番６１及び７００ ５番３号
番６６から７００番７８ま 株式会社新日鉄都市開発九州
で 支店

常務取締役支店長 岩科健一

北九州市八幡西区東鳴水五 北九州市小倉北区足原一丁目
丁目６９番、７０番、７２ １０番３６－５０２
番３、１２５番１、１２５ 有限会社 コウノ
番２、１２５番１８、１２ 代表取締役 山本武博
９番１及び１２９番３

北九州市公告第１１５号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市物品等又
は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成7年北九州市
規則第７８号）第５条第１項の規定により読み替える北九州市
契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則
」という。）第４条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
北九州市皇后崎工場の電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市八幡西区夕原町２番１号

北九州市皇后崎工場
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
２ 競争入札参加資格
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次の各号のいずれかにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審
査等に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６
条第１項の有資格者名簿（以下「有資格業者名簿」という
。）に記載されていること。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
る者であること。
(4) 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
３ 競争入札参加資格申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望するもので有資
格業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日
までに競争入札参加資格申請書を北九州市契約室管理課に提
出しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市環境局廃棄物事業部施設課
イ 日時 公告の日から平成１７年６年１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３
０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市役所本庁舎地下２階第５入札室
イ 日時 平成１７年５年１３日午前１０時
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市環境局廃棄物事業部施設課に提出し
なければならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ
イ 日時 平成１７年６月１日午後２時
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規則第５条第７項各号のいずれかに該当する場合は
免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上、ただし、
契約規則第２５条第６項第１号又は第３号のいずれかに
該当する場合は、免除する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者が入札
ウ 契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定によ

り定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て入札を行った者を落札者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市環境局廃棄物事業部施設課
〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号
電話 ０９３－５８２－２１８４

７ Summary
(1) The contract item up for tender： Power supply to
Kogasaki Incineration Facility of Kitakyushu City
(2) Deadline of Tender (by hand)
2:00p.m.,June 1,2005
(3) Deadline of Tender (by mail)
5:00p.m.,May 31,2005
(4) For further information,Please contact:Facilities
Management Section,Waste Management Department,Envir
onment Bureau,City of Kitakyushu

北九州市公告第１１６号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市物品等又
は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年北九州市
規則第７８号）第５条第１項の規定により読み替える北九州市
契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則
」という。）第４条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
日明浄化センター電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市小倉北区西港町９６番地の３

日明浄化センター
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 ）をも
って落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金
額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載する
こと。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審
査等に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６
条第１項の有資格業者名簿（以下「有資格業者名簿」とい
う。）に記載されていること。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
るものであること。
(4) 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
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３ 競争入札参加資格審査申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格審査申請書を北九州市契約室管理課に
提出しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市建設局施設部施設課
イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第
１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時か
ら午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３０
分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市役所本庁舎地下２階第６入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後１時３０分
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市建設局施設部施設課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午前９時３０分
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規則第５条第７項各号のいずれかに該当する場合は
、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規則第２５条第６項第１号又は第３号のいずれかに
該当する場合は、免除する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規則第１２条各号いずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定によ
り定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て入札を行った者を落札者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市建設局施設部施設課
〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号
電話 ０９３－５８２－２４８５

６ Summary
(1) The contract item up for tender :

Power supply to Hiagari Treatment Center
(2) Deadline of Tender(by hand)
9:30a.m.,June 1,2005
(3) Deadline of Tender(by mail)
5:00p.m.,May 31,2005
(4) For further information,please contact:Facilities
Construction Section,Sewer Systems Administration
Department,Construction Bureau,City of Kitakyushu

北九州市公告第１１７号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市物品等又
は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年北九州市
規則第７８号）第５条第１項の規定により読み替える北九州市
契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則
」という。）第４条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
新町浄化センター電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市門司区松原三丁目６番１号

新町浄化センター
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 ）をも
って落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金
額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載する
こと。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審
査等に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６
条第１項の有資格業者名簿（以下「有資格業者名簿」とい
う。）に記載されていること。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
るものであること。
(4) 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
３ 競争入札参加資格審査申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格審査申請書を北九州市契約室管理課に
提出しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市建設局施設部施設課
イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
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から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３
０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市役所本庁舎地下２階第６入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後２時００分
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市建設局施設部施設課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午前１０時００分
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規則第５条第７項各号のいずれかに該当する場合は
、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規則第２５条第６項第１号又は第３号のいずれかに
該当する場合は、免除する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規則第１２条各号いずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定によ
り定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て入札を行った者を落札者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市建設局施設部施設課
〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号
電話 ０９３－５８２－２４８５

６ Summary
(1) The contract item up for tender :
Power supply to Shinmachi Treatment Center
(2) Deadline of Tender(by hand)
10:00a.m.,June 1,2005
(3) Deadline of Tender(by mail)
5:00p.m.,May 31,2005
(4) For further information,please contact:Facilities
Construction Section,Sewer Systems Administration
Department,Construction Bureau,City of Kitakyushu

北九州市公告第１１８号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４

条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市物品等又
は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年北九州市
規則第７８号）第５条第１項の規定により読み替える北九州市
契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則
」という。）第４条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
北湊浄化センター電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市若松区大字安瀬６４番地の１５

北湊浄化センター
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 ）をも
って落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金
額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載する
こと。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審
査等に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６
条第１項の有資格業者名簿（以下「有資格業者名簿」とい
う。）に記載されていること。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
るものであること。
(4) 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
３ 競争入札参加資格審査申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格審査申請書を北九州市契約室管理課に
提出しなければならない。

４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市建設局施設部施設課
イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３

０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市役所本庁舎地下２階第６入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後２時３０分
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市建設局施設部施設課に提出しなけれ
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ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午前１０時３０分
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規則第５条第７項各号のいずれかに該当する場合は
、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規則第２５条第６項第１号又は第３号のいずれかに

該当する場合は、免除する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規則第１２条各号いずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定によ
り定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て入札を行った者を落札者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市建設局施設部施設課
〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号
電話 ０９３－５８２－２４８５

６ Summary
(1) The contract item up for tender :
Power supply to Kitaminato Treatment Center
(2) Deadline of Tender(by hand)
10:30a.m.,June 1,2005
(3) Deadline of Tender(by mail)
5:00p.m.,May 31,2005
(4) For further information,please contact:Facilities
Construction Section,Sewer Systems Administration
Department,Construction Bureau,City of Kitakyushu

北九州市公告第１１９号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市物品等又
は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年北九州市
規則第７８号）第５条第１項の規定により読み替える北九州市
契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則
」という。）第４条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
藤田ポンプ場電力供給 一式

(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市八幡西区大字藤田２２９２番地の５

藤田ポンプ場
(5) 入札方法 総価により行う｡落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 ）をも
って落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金
額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載する
こと。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審
査等に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６
条第１項の有資格業者名簿（以下「有資格業者名簿」とい
う。）に記載されていること。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
るものであること。
(4) 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
３ 競争入札参加資格審査申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格審査申請書を北九州市契約室管理課に
提出しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市建設局施設部施設課
イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３

０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市役所本庁舎地下２階第６入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後３時００分
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市建設局施設部施設課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午前１１時００分
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
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イ 通貨 日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規則第５条第７項各号のいずれかに該当する場合は
、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規則第２５条第６項第１号又は第３号のいずれかに
該当する場合は、免除する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規則第１２条各号いずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定によ
り定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て入札を行った者を落札者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市建設局施設部施設課
〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号
電話 ０９３－５８２－２４８５

６ Summary
(1) The contract item up for tender :
Power supply to Fujita Pump Center
(2) Deadline of Tender(by hand)
11:00a.m.,June 1,2005
(3) Deadline of Tender(by mail)
5:00p.m.,May 31,2005
(4) For further information,please contact:Facilities
Construction Section,Sewer Systems Administration
Department,Construction Bureau,City of Kitakyushu

北九州市公告第１２０号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市物品等又
は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年北九州市
規則第７８号）第５条第１項の規定により読み替える北九州市
契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則
」という。）第４条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
太刀浦重量物埠頭電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市門司区太刀浦海岸

太刀浦重量物埠頭
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審
査等に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６
条第１項の有資格業者名簿（以下「有資格業者名簿」とい
う。）に記載されていること。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項
の規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行って
いる者であること。
(4) 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
３ 競争入札参加資格申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格申請書を北九州市契約室管理課に提出
しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市門司区西海岸一丁目２番７号

北九州市港湾空港局総務港営部東部港営事務所
イ 日時 公告の日から平成１７年５月３１日まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法
律第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９
時から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時
３０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市門司区西海岸一丁目２番７号

北九州市港湾空港局庁舎２階 第２会議室
イ 日時 平成１７年５月１３日 午前１０時
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市港湾空港局総務港営部東部港営事務
所に提出しなければならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３０日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ
イ 日時 平成１７年５月３１日 午前１０時
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規則第５条第７項各号のいずれかに該当する場合は
、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規則第２５条第６項第１号又は第３号のいずれかに
該当する場合は、免除する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
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札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者が入札
ウ 契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定によ
り定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て入札を行った者を落札者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市港湾空港局総務港営部東部港営事務所
〒８０１－８５５５ 北九州市門司区西海岸一丁目２番
７号
電話 ０９３－３２１－５９５１

６ Summary
(1) The contract item up for tender：Power supply to
Tachinoura Container Yard
(2) Deadline of Tender(by hand)
10:00a.m.，May 31，2005
(3) Deadline of Tender(by mail）
5:00a.m.，May 30，2005
(4) For further information，Please contact：East Port
Administration Office，General Affairs and Port
Management Department，Port and Harbor Bureau，City
of Kitakyushu

北九州市公告第１２１号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め
る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２
条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 物品等の名称及び予定数量
ＢＳＥスクリーニング検査キット ２６４セット
２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市契約室契約課
北九州市小倉北区城内１番１号
３ 落札者を決定した日
平成１７年３月１５日
４ 落札者の名称及び住所
正晃株式会社 北九州営業所
北九州市八幡東区東田一丁目６番５号
５ 契約金額
１セット当たりの金額 １５万１，５９０円
６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札
７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年２月１日
８ 落札方法
最低価格による。

北九州市公告第１２２号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め
る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２

条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 物品等の名称及び予定数量
緊急通報システム端末 ７４４セット
２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市契約室契約課
北九州市小倉北区城内１番１号
３ 落札者を決定した日
平成１７年３月１５日
４ 落札者の名称及び住所
フコク電興㈱ 北九州営業所
北九州市小倉北区下到津５丁目１番２８号
５ 契約金額
１セット当たりの金額 ５９，９９０円
６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札
７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年２月１日
８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告第１２３号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め
る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２
条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 物品等の名称及び予定数量
消石灰 ２６０万キログラム
２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市契約室契約課
北九州市小倉北区城内１番１号
３ 落札者を決定した日
平成１７年３月１５日
４ 落札者の名称及び住所
㈱コタベ 小倉営業所
北九州市小倉北区赤坂海岸７番５号
５ 契約金額
１キログラム当たりの金額 ２１．９０円
６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札
７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年２月１日
８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告第１２４号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め
る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２
条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 物品等の名称及び予定数量
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次亜塩素酸ソーダ １５０万キログラム
２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市契約室契約課
北九州市小倉北区城内１番１号
３ 落札者を決定した日
平成１７年３月１５日
４ 落札者の名称及び住所
タイキ薬品工業㈱ 北九州営業所
北九州市若松区鴨生田四丁目９番７号
５ 契約金額
１キログラム当たりの金額 ２１円
６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札
７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年２月１日
８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告１２５号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め
る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２
条第１項の規定により次のとおり公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 特定役務の名称及び数量
北九州国際展示場電力供給 一式
２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市産業学術振興局産業振興部貿易振興課
北九州市小倉北区城内１番１号
３ 契約の相手方を決定した日
平成１７年２月２４日
４ 契約の相手方の名称及び住所
九州電力株式会社 北九州支店
北九州市小倉北区米町二丁目３番１号
５ 契約金額
３１，２５０，１６５円
６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札
７ 一般競争入札の公告をした日
平成１６年１２月１５日
８ 落札方法
最低価格による。

訓 令

北九州市訓令第２号
庁中一般

北九州市助役以下専決規程等の一部を改正する訓令を次のよ
うに定める。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市助役以下専決規程等の一部を改正する訓
令
（北九州市助役以下専決規程の一部改正）

第１条 北九州市助役以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令
第１０号）の一部を次のように改正する。
第９条中「港湾局」を「港湾空港局」に改める。

別表第１の部長の欄中 を「「民事暴力相談センター所長
環境産業政策室長 」

民事暴力相談センター所長」に改め、同表の課長の欄中「情
「情報政策室次長 「特別滞納調査報政策室次長」を に、
市民センター室長」 環境産業政策

を に、「門司港レトロ室次長」室長 「特別滞納調査室長
室長」 環境首都推進室長」
を「産業廃棄物対策室長」に改める。
別表第２の５ 建設関係局に関する事項の表の部長の項第
２号中「設計」の次に「（土木工事に係るものを除く。）」
を加え、同表の課長の項第３号中「設計」の次に「（１件５
００万円を超える土木工事に係るものを除く。）」 を加え
る。
別表第３の４ 検査室に関する事項の表の室長の項に次の
１号を加える。
（２） １件１，５００万円を超える土木工事の施行に伴
う、又はこれに付随する設計の委託の検査
別表第３の４ 検査室に関する事項の表の検査第一課長及
び検査第二課長の項中「検査第一課長及び検査第二課長」を
「検査課長」に改め、同項に次の１号を加える。
（２） １件１，５００万円以下の土木工事（１件５００
万円以下のものを除く。）の施行に伴う、又はこれに付
随する設計の委託の検査
別表第３の８ 環境局に関する事項の表の総務部長の項中
「総務部長」を「環境政策部長」に改め、同表の環境保全部
長の項中「環境保全部長」を「環境監視部長」に改め、同表
の業務部長の項中「業務部長」を「廃棄物事業部長」に改め
、同表の環境対策課長の項中「環境対策課長」を「環境保全
課長」に改め、同項第３号中「第１４条第１項」を「第２０
条第１項」に改め、同項中第９号から第１１号までを削り、
第１２号を第９号とし、第１３号から第１８号までを３号ず
つ繰り上げ、同表の業務課長の項中「業務課長」を「廃棄物
対策室長」に改め、同項中第３号を削り、第２号を第３号と
し、第１号を第２号とし、同項に第１号として次の１号を加
える。
（１） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２
第５項（同法第１５条の２の５第２項において準用する
場合を含む。）の規定による検査
別表第３の８ 環境局に関する事項の表の業務課長の項の
次に次のように加える。

監視指導課 （１） 大気汚染防止法第２６条第１項の規
長 定による報告の徴収及び立入検査

（２） 悪臭防止法第２０条第１項の規定に
よる報告の徴収及び立入検査
（３） 水質汚濁防止法第２２条第１項の規
定による報告の徴収及び立入検査
（４） 土壌汚染対策法第２９条第１項の規
定による報告の徴収及び立入検査
（５） 騒音規制法第２０条第１項の規定に
よる報告の徴収及び立入検査
（６） 振動規制法第１７条第１項の規定に
よる報告の徴収及び立入検査
（７） 北九州市公害防止条例第２１条第１
項の規定による報告の徴収及び立入検査
（８） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
第１５条の２第５項（同法第１５条の２の
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５第２項において準用する場合を含む。）
の規定による検査
（９） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
第１８条第１項の規定による報告の徴収
（１０） 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律第１９条第１項の規定による立入検査
（１１） １件２００万円以下の公害測定機
器等の契約及び検収

別表第３の８ 環境局に関する事項の表の廃棄物指導課長
の項を次のように改める。

（１） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
第１８条第１項の規定による報告の徴収
（２） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
第１９条第１項の規定による立入検査
（３） 北九州市廃棄物の減量及び適正処理
に関する条例第３８条の規定による立入検
査
（４） 浄化槽法第４１条第１項の規定によ
る指示
（５） 浄化槽法第５３条第１項の規定によ
る報告の徴収及び同条第２項の規定による
立入検査等
（６） 北九州市浄化槽保守点検業者の登録
に関する条例第１４条第１項の規定による
報告の徴収及び同条第２項の規定による立
入検査等

別表第３の９ 産業学術振興局に関する事項の表の産業振
興部長の項中「産業振興部長」を「地域産業部長」に改める
。
別表第３の１１ 建設局に関する事項の表の下水道経営課
長の項次に次のように加える。

管理課長 （１) 道路法第４７条の２第１項の規定に
よる許可

別表第３の１１ 建設局に関する事項の表の用地第一課長
、用地第二課長及び用地第三課長の項中「、用地第二課長及
び用地第三課長」を「及び用地第二課長」に改める。
別表第３の１３ 港湾局に関する事項の表中「１３ 港湾
局に関する事項」を「１３ 港湾空港局に関する事項」に改
める。
（北九州市区長以下専決規程の一部改正）
第２条 北九州市区長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令
第１１号）の一部を次のように改正する。
別表第１の４ 下水道事業財務関係事項の表の（１８）の
工事に係る設計委託、測量委託及び調査委託（契約を除く。
）の項中「～５００」を「５００～」に改める。
別表第２ 個別専決事項の表のまちづくり整備課長の項第
１号中「道路」の次に「、里道」を加え、同項第２号中「付
属物」を「付属物等」に改め、同項第３号中「道路」の次に
を「及び里道」を加え、同項中第５号を削り、第６号を第５
号とし、第７号を第６号とし、同項第８号中「道路」の次に
「、里道」を加え、同号を同項第７号とし、同項中第９号か
ら第３３号までを１号ずつ繰り上げ、同項第３４号中「設計
」の次に「（１件５００万円を超える土木工事に係るものを
除く。）を加え、同号を同項第３３号とし、同項中第３５号
から第３７号までを１号ずつ繰り上げる。

（北九州市事業所長等専決規程の一部改正）
第３条 北九州市事業所長等専決規程（昭和４３年北九州市訓
令第１２号）の一部を次のように改正する。
別表第１の２ 人事関係事項の表の（７）の項、（８）の
項及び（１２）の項中「区役所総務部総務課長」を「区役所
総務課長」に改める。
別表第１の５ 建設関係課長に関する事項の表の課長の項
第２号中「設計」の次に「（１件５００万円を超える土木工
事に係るものを除く。）」を加える。
別表第２の９ 環境科学研究所に関する事項の表の大気環
境課長の項中「大気環境課長」を「環境研究課長」に改める
。
別表第２の１４ 整備事務所に関する事項の表の所長の項
第４号中「設計」の次に「（土木工事に係るものを除く。）
を加える。
付 則
この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市訓令第３号
庁中一般

北九州市立大学条例を廃止する条例の施行に伴う関係訓令の
整理に関する訓令を次のように定める。
平成１７年３月３１日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市立大学条例を廃止する条例の施行に伴う
関係訓令の整理に関する訓令
（北九州市辞令式の一部改正）
第１条 北九州市辞令式（昭和３８年北九州市訓令第１号）の
一部を次のように改正する。
別記第１項中第２号を削り、第３号を第２号とし、別記第
２項中第３号及び第４号を削る。
（北九州市助役以下専決規程の一部改正）
第２条 北九州市助役以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令
第１０号）の一部を次のように改正する。
別表第２の２ 人事関係事項の表の注書第２項中「、北九
州市立大学長」を削り、「これら」を「これ」に改める。
（人事記録カードの様式及び抄本等に関する規程の一部改正
）
第３条 人事記録カードの様式及び抄本等に関する規程（昭和
４３年北九州市訓令第２２号）の一部を次のように改正する
。
第４条中第３号を削り、第４号を第３号とする。
（北九州市職員の名札着用に関する規程の一部改正）
第４条 北九州市職員の名札着用に関する規程（昭和４３年北
九州市訓令第２３号）の一部を次のように改正する。
第２条中第２号を削り、第３号を第２号とする。
（北九州市立大学学長以下専決規程の廃止）
第５条 北九州市立大学学長以下専決規程（昭和３９年北九州
市訓令第６号）は、廃止する。
付 則
この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市訓令第４号
庁中一般

北九州市電子計算機処理に係るデータ保護管理規程の一部を
改正する訓令を次のように定める。
平成１７年４月１日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市電子計算機処理に係るデータ保護管理規
程の一部を改正する訓令
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北九州市電子計算機処理に係るデータ保護管理規程（昭和５
６年北九州市訓令第５号）の一部を次のように改正する。
第２条第２号を次のように改める。
(2) 保有個人情報 北九州市個人情報保護条例（平成１６年
北九州市条例第５１号。以下｢条例｣という｡）第２条第３
項に規定する保有個人情報をいう。
第７条第１項第２号中「第２条第５号」を「第２条第４項」
に改める。
第１８条（見出しを含む。）中「個人情報」を「保有個人情
報」に、「第１１条第１項」を「第１２条第２項」に改める。
第２０条（見出しを含む。）中「個人情報」を「保有個人情
報」に、「第１２条第２項」を「第１２条第６項」に改める。
付 則
この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。

消 防 局

北九州市消防局訓令第３号
庁中一般

北九州市警防規程の一部を改正する訓令を次のように定める
。
平成１７年４月１日

北九州市消防長 疋 田 慶 一
北九州市警防規程の一部を改正する訓令
北九州市警防規程（昭和５５年北九州市消防局訓令第４号）
の一部を次のように改正する。
第５条第１項中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号
を加える。
（２） 小倉北消防署に東部方面本部、八幡西消防署に西部
方面本部を置き、担当方面における警防活動を統括する。
第５条第２項中「別表第１」の次に「、東部方面本部及び西
部方面本部（以下「方面本部」をいう。）の組織及び任務分担
は別表第１の２」を加える。
第６条を次のように改める。
（本部長等）
第６条 本部に本部長及び副本部長並びに本部の班に班長、副
班長及び班員を置く。
（１） 本部長は局長、副本部長は総務部長、警防部長、予
防部長及び防災対策部長の職にある者をもって充てる。
（２） 本部の総務・調達班の班長は総務部総務課長、副班
長は総務部人事企画課長及び訓練研修センター所長の職に
ある者をもって充てる。
（３） 情報班の班長は予防部予防課長、副班長は予防部指
導課長の職にある者をもって充てる。
（４） 警防班の班長は警防部警防課長、副班長は警防部救
急救助課長及び消防航空隊長の職にある者をもって充てる
。
（５） 指令班の班長は防災対策部指令課長及び指令業務を
担任する主幹、副班長は防災対策部指令課指令第一係長、
指令第二係長及び指令第三係長の職にある者をもって充て
る。
（６） 本部の班の班員はそれぞれの班を構成する課（消防
航空隊を含む。）の所属職員（課長、指令業務を担任する
主幹、予防部指導課危険物係長並びに防災対策部指令課指
令第一係長、指令第二係長及び指令第三係長の職にある者
を除く。）の職にある者をもって充てる。
２ 方面本部に方面本部長、方面副本部長及び方面大隊長を置
く。

（１） 東部方面本部長は小倉北消防署長、西部方面本部長
は八幡西消防署長、東部方面副本部長は小倉南消防署長、
西部方面副本部長は八幡東消防署長の職にある者をもって
充てる。
（２） 東部方面大隊長は小倉北消防署の警防課長及び警防
業務を担任する主幹の職にある者、西部方面大隊長は八幡
西消防署の警防課長及び警防業務を担任する主幹の職にあ
る者をもって充てる。
３ 部隊に部隊長、部隊の班に班長及び班員並びに部隊の大隊
に大隊長及び隊員を置く。
（１） 部隊長は署長、部隊の庶務班及び情報班の班長は署
予防課長（署予防課長の不在の署は署長）の職にある者を
もって充てる。
（２） 大隊長は署警防課長及び警防業務を担任する主幹の
職にある者をもって充て、部隊の班の班員及び大隊の隊員
は班又は大隊を構成する課又は係の所属職員（課長及び警
防業務を担任する主幹の職にある者を除く。）をもって充
てる。
第７条第３項から第５項までを次のように改める。
３ 方面本部長は、担当方面の警防活動を掌理し、戦略的判断
に基づき大局的な指揮を行う。
４ 方面副本部長は、方面本部長を補佐するとともに、上司の
命を受け、それぞれの担任事務を処理する。
５ 部隊長は、管轄区域内の警防活動を掌理し、それぞれの部
隊を統括して戦略的判断に基づき大局的な指揮を行う。
第７条中第７項を第１０項とし、第６項を第９項とし第５項
の次に次の３項を加える。
６ 方面大隊長は、方面本部長に準じ、大局的な指揮を行う。
７ 大隊長は、部隊長に準じ、大局的な指揮を行う。
８ 班長は、上司の命を受け、所掌事務を掌理し、所属職員を
指揮監督する。
第８条中第４項を第５項とし第３項を第４項とし第２項を第
３項とし、第１項の次に次の１項を加える。
２ 方面本部長が不在のときは、方面副本部長がその職務を代
行する。
第９条第３項を削る。
第１０条第１項中「出張所」の次に「並びに方面指揮隊」を
加える。
第１１条各号を次のように改める。
（１） 方面指揮隊 指揮車又は警防活動に必要な装備をし
た車両を運用し、担当方面における現場活動の統制を行い
、指揮責任者の指揮活動を補佐することを主たる任務とす
る。その編成等については別に定める。
（２） 指揮隊 指揮車又は警防活動に必要な装備をした車
両を運用し、指揮責任者の指揮活動を補佐することを主た
る任務とする。その編成等については別に定める。
（３） 警防小隊 普通消防ポンプ自動車又は水槽付消防ポ
ンプ自動車を運用し、災害全般にわたる警防活動を主たる
任務とするとともに、状況に応じ特殊車隊としてはしご車
、屈折はしご車、化学車、高発泡車、救助工作車、林野火
災工作車、照明電源車その他特殊な警防活動を主たる目的
とする車両及び艇を運用し、当該車両の機能に応じた警防
活動を実施する次に掲げるものをいう。
ア 消火隊 普通消防ポンプ自動車又は水槽付消防ポン
プ自動車その他消火活動に必要な装備をした車両を運
用し、消火活動を主たる任務とする。その編成等につ
いては別に定める。
イ 救助隊 救助工作車その他救助活動に必要な装備を
した車両を運用し、人命救助活動を主たる任務とする
。その編成等については別に定める。
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ウ 特別化学消防隊 大型化学車、大型高所放水車、泡
原液搬送車その他危険物施設火災に有効に対処できる
車両を運用し、大規模危険物施設に対する警防活動を
主たる任務とする。その編成等については別に定める
。
エ 特殊車隊 はしご車、屈折はしご車、化学車、高発
泡車、林野火災工作車、照明電源車その他特殊な車両
を運用し、当該車両の機能に応じた警防活動を主たる
任務とする。その編成等については別に定める。
オ 水上消防隊 消防艇を運用し、船舶、沿岸、離島等
に対する警防活動を主たる任務とする。その編成等に
ついては別に定める。

（４） 救急隊 救急自動車又は回転翼航空機を運用し、救
急活動を主たる任務とする。その編成等については別に定
める 。
（５） 航空隊 回転翼航空機を運用し、空中からの警防活
動を主たる任務とする。その他運用に関する必要な事項に
ついては別に定める。
第１２条第２項中「門司消防署救助隊 門司救助隊」を削る
。
第２９条に次の１項を加える。
２ 本部長は、大規模災害又は特殊災害により必要と認める場
合は、市長に自衛隊の出動について要請するものとする。
第３２条中「別表第４」を「別表第５」に改める。
第３６条第１項の表中
「
主査隊長又は小隊長

災害発生地を管轄区域として担当する大隊長。た
だし、当該大隊が後着となる場合は、当該大隊長が
災害現場に到着するまでは、災害発生地を消防区域

をとして担当する主査隊長

災害発生地を管轄区域として担当する大隊長

災害発生地を管轄区域とする部隊長

本部長
」

「
副大隊長、主査隊長又は小隊長

災害発生地を管轄区域として担当する大隊長。ただ
し、小倉北消防署又は八幡西消防署の管轄区域にお
いては方面大隊長

災害発生地を担当する方面大隊長 に

災害発生地を管轄区域とする部隊長。ただし、小倉
北消防署又は八幡西消防署の管轄区域においては方
面本部長

災害発生地を担当する方面本部長
」

改め、同条中第３項を第４項とし、同条第２項中「主査隊長又
は」を削り、「特殊車小隊」を「特殊車隊」に、「を行い」を
「について」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次
に次の１項を加える。
２ 指揮責任者が後着となる場合は、当該指揮責任者が災害現
場に到着するまでは、先着する最も上位の階級にある者を指

揮責任者とするものとする。
第３７条第１項の表中
「
部隊長 大隊長 庶務・情報班長

を
本部長 警防副本部長 災害発生地を管轄区

域とする部隊長
」

「
方面大隊長 方面内の大隊長 他の方面大隊長

部隊長 方面大隊長 他の方面大隊長 に

方面本部長 方面副本部長 他の方面本部長
」

改める。
第４３条に次の２項を加える。
２ 指揮責任者は、出動部隊の指揮運用上必要があると認める
ときは、出動部隊のうちから指揮隊の任務を付与して指揮責
任者を支援させることができる。
３ 指揮責任者は、前項の規定により指揮隊の任務を付与する
ことができない場合は、特命出動を要請することができる。
第４８条第２項を削る。
別表第１の警防本部の総務・調達班の項分担業務の欄に次の
１号を加える。
（５） その他必要な事項
別表第１の警防本部の情報班の項分担業務の欄に次の１号を
加える。
（４） その他必要な事項
別表第１の警防本部の警防班の項分担業務の欄に次の１号を
加える。
（６） その他必要な事項
別表第１の警防本部の指令班の項分担業務の欄に次の１号を
加える。
（３） その他必要な事項
別表第１の次に次の１表を加える。
別表第１の２（第５条関係）

方面本部 担当方面 分担業務

東部方面本部 門司消防署 （１） 担当方面消
小倉北消防署 防部隊の指揮統制
小倉南消防署 に関すること。

（２） その他必要
西部方面本部 若松消防署 な事項

八幡東消防署
八幡西消防署
戸畑消防署

別表第２の署警防部隊の庶務班の項分担業務の欄に次の１号
を加える。
（４） その他必要な事項
別表第２の署警防部隊の情報班の項分担業務の欄に次の１号
を加える。
（５） その他必要な事項
別表第２の署警防部隊の大隊の項分担業務の欄に次の１号を
加える。
（４） その他必要な事項
別表第３の１ 門司消防署警防部隊大隊の編成の項中「（救
助隊を兼務）」を削り、同表の２ 小倉北消防署警防部隊大隊
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の編成の項中「小倉北消防署指揮隊」を「小倉北消防署東部方
面指揮隊」に改め、「（救助隊を兼務）」を削り、同表の３
小倉南消防署警防部隊大隊の編成の項中「（救助隊を兼務）」
を削り、同表の４ 若松消防署警防部隊大隊の編成の項中「（
救助隊を兼務）」を削り、同表の５ 八幡東消防署警防部隊大
隊の編成の項中「（救助隊を兼務）」を削り、同表の６ 八幡
西消防署警防部隊大隊の編成の項中「八幡西消防署指揮隊」を
「八幡西消防署西部方面指揮隊」に改め、「（救助隊を兼務）
」を削り、同表の７ 戸畑消防署警防部隊大隊の編成の項中「
（特別化学消防隊を兼務）」及び「（救助隊を兼務）」を削る
。
別表第５の２ 災害区分による災害出動種別の項中
「
危険物火災 一般危険物施設 タンクローリ

を
石油コンビナート ー

」
「
危険物火災 一般危険物施設 タンクローリ

石油コンビナート ー
に、

ポリ塩化ビフェ ポリ塩化ビフェニ
ニル火災 ル火災

」
「
集団救急救助 集団救急 集団救助 を

」
「
集団救急救助 集団救急 集団救助

に
核・生物・化学 核・生物・化学災
災害 害

」
改める。
付 則
この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。

水 道 局

北九州市水道局管理規程第２号
北九州市水道局庁内管理規程の一部を改正する規程を次のよ
うに定める。
平成１７年４月１日

北九州市水道局長 森 一 政
北九州市水道局庁内管理規程の一部を改正する規
程
北九州市水道局庁内管理規程(昭和４７年北九州市水道局管
理規程第８号)の一部を次のように改正する。
第３条の表中「第２条第１号及び第７号」の次に「、第１３
条を加え、
「

管理補助者、室内
第１２条第４号 管理補助者

管理者、守衛
を

市長（北九州市立
第１３条 大学にあっては、 水道局長

学長）
」

「
管理補助者、室内

第１２条第４号 管理補助者 に
管理者、守衛

」
改める。
付 則
この規程は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市水道局管理規程第３号
北九州市水道局職員の被服の貸与に関する規程の一部を改正
する規程を次のように定める。
平成１７年４月１日

北九州市水道局長 森 一 政
北九州市水道局職員の被服の貸与に関する規程の
一部を改正する規程
北九州市水道局職員の被服の貸与に関する規程（昭和３９年
北九州市水道局管理規程第１１号）の一部を次のように改正す
る。
事務吏員

別表の の項を次のように改める。
事務員

事務 管財課 年
吏員 作業服上 １着 ３ 外 勤 を 主 と す
事務 る職員に限る。
員 作業服下 １着 ２

夏シャツ １着 ２
作業帽子 １個 ３
安全靴 １足 ３
防寒服 １着 ５

１ 営業課については、調 定営業課 作業服上 １着 ３
第一係及び調定第二係の職工事事務所 作業服下 １着 ２
員に限る。浄水所 夏シャツ １着 ２
２ 工事事務所については 、作業帽子 １個 ３
量水器の管理を担当する職ズック １足 １
員に限る。
３ 浄水所については、庶 務
を担当する職員を除く。
４ 作業服下及び夏 シャツ に
ついては、最初に貸与する
場合に限り、それぞれ２着
貸与する。

「計画課」を に、技術吏員の項中 「経営企画課
技術員 計画課 」
「 「
４ ３
４ ２
４ ２
４ を ３ に改める。
２ ４
２ ４
１ １
」 」
付 則
（施行期日）
１ この規程は、平成１７年４月１日から施行する。
（経過措置）
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２ この規程の施行の際現にこの規程による改正前の別表の規
定に基づき貸与されている被服（水質試験所の職員に貸与さ
れているものに限る。）の貸与期間は、なお従前の例による
。

北九州市水道局管理規程第４号
北九州市水道局職員就業規則及び北九州市水道局職員出勤簿
処理規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成１７年４月１日

北九州市水道局長 森 一 政
北九州市水道局職員就業規則及び北九州市水道局
職員出勤簿処理規程の一部を改正する規程
（北九州市水道局職員就業規則の一部改正）
第１条 北九州市水道局職員就業規則（昭和３９年北九州市水
道局管理規程第８号）の一部を次のように改正する。
第７条の見出し中「はい用」を「着用」に改め、同条第３
項中「名札のはい用」を「名札の着用」に、「北九州市水道
局職員の名札はい用に関する規程」を「北九州市水道局職員
の名札着用に関する規程」に改める。
第１８条第１項中「みずから」を「自ら」に改め、同項に
次のただし書を加える。
ただし、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法
その他の情報通信の技術を利用する方法であって管理者が
定めるものをいう。）による場合においては、職員は出勤
し、及び退勤するときにその旨を記録しなければならない
。
（北九州市水道局職員出勤簿処理規程の一部改正）
第２条 北九州市水道局職員出勤簿処理規程（昭和４４年北九
州市水道局管理規程第１６号）の一部を次のように改正する
。
第１条中「出勤簿」の次に「（局長が定める場合にあって
は、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の
情報通信の技術を利用する方法であって局長が定めるものを
いう。以下同じ。）によるものをいう。）」を加える。
第２条第１項中「行なわせる」を「行わせる」に改め、同
条第２項に次のただし書を加える。
ただし、電磁的方法による場合においては、出勤簿管理
者は所属長をもって充てる。
第２条第３項中「出勤簿管理者は」を「前項ただし書に規
定する場合を除き、出勤簿管理者は」に改める。
第３条から第１１条を削り、第２条の次に次の１条を加え
る。
(その他)
第３条 この規程その他別に定めるものを除くほか、出勤簿
の処理等については、北九州市職員出勤簿処理規程（昭和
３８年北九州市訓令第６号）の規定の例による。
第１号様式から第３号様式までを削る。
付 則
この規程は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、第
１条の規定中北九州市水道局職員就業規則第７条の改正規定は
、公布の日から施行する。

北九州市水道局管理規程第５号
北九州市水道局の組織及び事務分掌規程の一部を改正する規
程を次のように定める。
平成１７年４月１日

北九州市水道局長 森 一 政
北九州市水道局の組織及び事務分掌規程の一部を
改正する規程
北九州市水道局の組織及び事務分掌規程（平成１１年北九州

市水道局管理規程第６号）の一部を次のように改正する。
第１条浄水部井手浦浄水所の項中「運転係」を削り、同条浄
水部水質試験所の項に次のように加える。
水質検査係
品質保証係
第２条浄水部井手浦浄水所整備係の項に次の１号を加える。
（５） 原水及び浄水の確保及び操作に関すること。

第２条浄水部水質試験所の項を次のように改める。
水質試験所
水質検査係
（１） 所の庶務に関すること。
（２） 水質試験に関すること。
（３） 水質及び水処理の調査及び研究に関すること
。
（４） 施設の維持管理に関すること。
品質保証係
（１） 水質検査に係る信頼性の保証に関すること。
付 則
この規程は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市水道局管理規程第６号
北九州市水道局電子計算機処理に係るデータ保護管理規程の
一部を改正する規程を次のように定める。
平成１７年４月１日

北九州市水道局長 森 一 政
北九州市水道局電子計算機処理に係るデータ保護
管理規程
北九州市水道局電子計算機処理に係るデータ保護管理規程（
平成６年北九州市水道局管理規程第３号）の一部を次のように
改正する。
第２条第３号を次のように改める。
(3) 保有個人情報 北九州市個人情報保護条例（平成１６年
北九州市条例第５１号。以下「条例」という。）第２条第
３項に規定する保有個人情報をいう。
第７条第１項第２号中「第２条第５号」を「第２条第４項」
に改める。
第１９条第１項中「個人情報」を「保有個人情報」に改める
。
第２０条（見出しを含む。）中「個人情報」を「保有個人情
報」に、「第１１条」を「第１２条第２項」に改める。
第２２条（見出しを含む。）中「個人情報」を「保有個人情
報」に、「第１２条第２項」を「第１２条第６項」に改める。
付 則
この規程は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市水道局告示第１号
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２７条ただ
し書規定により、北九州市水道事業及び工業用水道事業の業務
に係る公金の収納及び支払い事務の一部を取り扱わせるための
出納取扱金融機関を、次のとおり指定した。
平成１７年４月１日

北九州市水道局長 森 一 政

出納取扱 取扱店舗 所在地 指定期間
金融機関

株式会社 北九州営業部 北九州市 平成１７年４月１日か
福岡銀行 小倉北区 ら平成１８年３月３１

堺町二丁 日まで
目２番１
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８号

北九州市水道局公告第１１号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市水道局物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平成７年北
九州市水道局管理規程第６号）第２条の規定において準用する
北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（
平成７年北九州市規則第７８号）第５条第１項の規定により読
み替える北九州市水道局契約規程（昭和３９年北九州市水道局
管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）により準用す
る北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下
「契約規則」という。）第４条第１項の規定により次のとおり
公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市水道局長 森 一 政
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
穴生浄水場電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市八幡西区鷹の巣三丁目１０番１６号

穴生浄水場
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市水道局物品等供給契約の競争入札参加者の資格
及び審査等に関する規程（平成７年北九州市水道局管理規
程第２号）第２条により準用する北九州市物品等供給契約
の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成７
年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿
（以下「有資格業者名簿」という。）に記載されているこ
と。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
る者であること。
(4) 北九州市水道局から指名停止を受けている期間中でない
こと。
３ 競争入札参加資格申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格申請書を北九州市契約室管理課に提出
しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

北九州市水道局浄水部浄水課

イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３
０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

小倉北区役所庁舎西棟地下２階第一入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後２時
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市水道局浄水部浄水課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午後２時
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第５条第７項
各号のいずれかに該当する場合は、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第２５条第６
項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除
する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規程の規定において準用する契約規則第１２条各
号のいずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規程の規定において準用する契
約規則第１３条第１項の規定により定められた予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札
者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市水道局浄水部浄水課
〒８０３－８５１０ 北九州市小倉北区大手町１番１号
電話 ０９３－５８２－３１５５

６ Summary
(1) The contract item up for tender:
Power Supply to Ano Water Purification Plant
(2) Deadline of Tender (by hand):
２:００p.m. １ June, ２００５
(3) Deadline of Tender（by mail):
５:００p.m. ３１ May, ２００５
(4) For further information, please contact:
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Water Purification Control Section,Water Treatment
Department,Waterworks Bureau,City of Kitakyushu

北九州市水道局公告第１２号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市水道局物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平成７年北
九州市水道局管理規程第６号）第２条の規定において準用する
北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（
平成７年北九州市規則第７８号）第５条第１項の規定により読
み替える北九州市水道局契約規程（昭和３９年北九州市水道局
管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）により準用す
る北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下
「契約規則」という。）第４条第１項の規定により次のとおり
公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市水道局長 森 一 政
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
本城浄水場電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市八幡西区御開五丁目４番１号

本城浄水場
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市水道局物品等供給契約の競争入札参加者の資格
及び審査等に関する規程（平成７年北九州市水道局管理規
程第２号）第２条により準用する北九州市物品等供給契約
の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成７
年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿
（以下「有資格業者名簿」という。）に記載されているこ
と。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
る者であること。
(4) 北九州市水道局から指名停止を受けている期間中でない
こと。
３ 競争入札参加資格申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格申請書を北九州市契約室管理課に提出
しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

北九州市水道局浄水部浄水課

イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３
０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

小倉北区役所庁舎西棟地下２階第一入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後２時１５分
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市水道局浄水部浄水課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午後２時１５分
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第５条第７項
各号のいずれかに該当する場合は、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第２５条第６
項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除
する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規程の規定において準用する契約規則第１２条各
号のいずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規程の規定において準用する契
約規則第１３条第１項の規定により定められた予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札
者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市水道局浄水部浄水課
〒８０３－８５１０ 北九州市小倉北区大手町１番１号
電話 ０９３－５８２－３１５５

６ Summary
(1) The contract item up for tender:
Power Supply to Honjo Water Purification Plant
(2) Deadline of Tender (by hand):
２:１５p.m. １ June, ２００５
(3) Deadline of Tender（by mail):
５:００p.m. ３１ May, ２００５
(4) For further information, please contact:
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Department,Waterworks Bureau,City of Kitakyushu

北九州市水道局公告第１３号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市水道局物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平成７年北
九州市水道局管理規程第６号）第２条の規定において準用する
北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（
平成７年北九州市規則第７８号）第５条第１項の規定により読
み替える北九州市水道局契約規程（昭和３９年北九州市水道局
管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）により準用す
る北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下
「契約規則」という。）第４条第１項の規定により次のとおり
公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市水道局長 森 一 政
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
伊佐座取水場電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 福岡県遠賀郡水巻町二西四丁目１４番１号

伊佐座取水場
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市水道局物品等供給契約の競争入札参加者の資格
及び審査等に関する規程（平成７年北九州市水道局管理規
程第２号）第２条により準用する北九州市物品等供給契約
の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成７
年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿
（以下「有資格業者名簿」という。）に記載されているこ
と。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
る者であること。
(4) 北九州市水道局から指名停止を受けている期間中でない
こと。
３ 競争入札参加資格申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格申請書を北九州市契約室管理課に提出
しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

北九州市水道局浄水部浄水課

イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３
０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

小倉北区役所庁舎西棟地下２階第一入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後２時３０分
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市水道局浄水部浄水課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午後２時３０分
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第５条第７項
各号のいずれかに該当する場合は、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第２５条第６
項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除
する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規程の規定において準用する契約規則第１２条各
号のいずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規程の規定において準用する契
約規則第１３条第１項の規定により定められた予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札
者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市水道局浄水部浄水課
〒８０３－８５１０ 北九州市小倉北区大手町１番１号
電話 ０９３－５８２－３１５５

６ Summary
(1) The contract item up for tender:
Power Supply to Isaza Intake Pumping Station
(2) Deadline of Tender (by hand):
２:３０p.m. １ June, ２００５
(3) Deadline of Tender（by mail):
５:００p.m. ３１ May, ２００５
(4) For further information, please contact:
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Water Purification Control Section,Water Treatment
Department,Waterworks Bureau,City of Kitakyushu

北九州市水道局公告第１４号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市水道局物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平成７年北
九州市水道局管理規程第６号）第２条の規定において準用する
北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（
平成７年北九州市規則第７８号）第５条第１項の規定により読
み替える北九州市水道局契約規程（昭和３９年北九州市水道局
管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）により準用す
る北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下
「契約規則」という。）第４条第１項の規定により次のとおり
公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市水道局長 森 一 政
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
垂水取水場電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 福岡県築上郡新吉冨村大字垂水１２６番地

垂水取水場
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市水道局物品等供給契約の競争入札参加者の資格
及び審査等に関する規程（平成７年北九州市水道局管理規
程第２号）第２条により準用する北九州市物品等供給契約
の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成７
年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿
（以下「有資格業者名簿」という。）に記載されているこ
と。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
る者であること。
(4) 北九州市水道局から指名停止を受けている期間中でない
こと。
３ 競争入札参加資格申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格申請書を北九州市契約室管理課に提出
しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

北九州市水道局浄水部浄水課

イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３
０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

小倉北区役所庁舎西棟地下２階第一入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後２時４５分
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市水道局浄水部浄水課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午後２時４５分
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第５条第７項
各号のいずれかに該当する場合は、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第２５条第６
項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除
する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規程の規定において準用する契約規則第１２条各
号のいずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規程の規定において準用する契
約規則第１３条第１項の規定により定められた予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札
者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市水道局浄水部浄水課
〒８０３－８５１０ 北九州市小倉北区大手町１番１号
電話 ０９３－５８２－３１５５

６ Summary
(1) The contract item up for tender:
Power Supply to Tarumi Intake Pumping Station
(2) Deadline of Tender (by hand):
２:４５p.m. １ June, ２００５
(3) Deadline of Tender（by mail):
５:００p.m. ３１ May, ２００５
(4) For further information, please contact:
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北九州市水道局公告第１５号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市水道局物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平成７年北
九州市水道局管理規程第６号）第２条の規定において準用する
北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（
平成７年北九州市規則第７８号）第５条第１項の規定により読
み替える北九州市水道局契約規程（昭和３９年北九州市水道局
管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）により準用す
る北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下
「契約規則」という。）第４条第１項の規定により次のとおり
公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市水道局長 森 一 政
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
堀越ポンプ場電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市小倉南区大字堀越３３６番地

堀越ポンプ場
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市水道局物品等供給契約の競争入札参加者の資格
及び審査等に関する規程（平成７年北九州市水道局管理規
程第２号）第２条により準用する北九州市物品等供給契約
の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成７
年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿
（以下「有資格業者名簿」という。）に記載されているこ
と。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
る者であること。
(4) 北九州市水道局から指名停止を受けている期間中でない
こと。
３ 競争入札参加資格申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格申請書を北九州市契約室管理課に提出
しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

北九州市水道局浄水部浄水課

イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３
０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

小倉北区役所庁舎西棟地下２階第一入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後３時
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市水道局浄水部浄水課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午後３時
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第５条第７項
各号のいずれかに該当する場合は、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第２５条第６
項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除
する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規程の規定において準用する契約規則第１２条各
号のいずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規程の規定において準用する契
約規則第１３条第１項の規定により定められた予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札
者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市水道局浄水部浄水課
〒８０３－８５１０ 北九州市小倉北区大手町１番１号
電話 ０９３－５８２－３１５５

６ Summary
(1) The contract item up for tender:
Power Supply to Horikoshi Relay Pumping Station
(2) Deadline of Tender (by hand):
３:００p.m. １ June, ２００５
(3) Deadline of Tender（by mail):
５:００p.m. ３１ May, ２００５
(4) For further information, please contact:
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北九州市水道局公告第１６号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市水道局物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規程（平成７年北
九州市水道局管理規程第６号）第２条の規定において準用する
北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（
平成７年北九州市規則第７８号）第５条第１項の規定により読
み替える北九州市水道局契約規程（昭和３９年北九州市水道局
管理規程第２５号。以下「契約規程」という。）により準用す
る北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下
「契約規則」という。）第４条第１項の規定により次のとおり
公告する。
平成１７年４月１５日

北九州市水道局長 森 一 政
１ 調達内容
(1) 特定役務の名称及び数量
山ノ神ポンプ場電力供給 一式
(2) 履行の内容等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期間 平成１７年７月１日から平成１８年６月３０
日まで
(4) 履行場所 北九州市八幡東区大谷二丁目７番１号

山ノ神ポンプ場
(5) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。
(2) 北九州市水道局物品等供給契約の競争入札参加者の資格
及び審査等に関する規程（平成７年北九州市水道局管理規
程第２号）第２条により準用する北九州市物品等供給契約
の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成７
年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿
（以下「有資格業者名簿」という。）に記載されているこ
と。
(3) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき、一般電気事業
者として許可を得ている者又は同法第１６条の２第１項の
規定に基づき特定規模電気事業者としての届出を行ってい
る者であること。
(4) 北九州市水道局から指名停止を受けている期間中でない
こと。
３ 競争入札参加資格申請書の提出期限
この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年５月６日ま
でに競争入札参加資格申請書を北九州市契約室管理課に提出
しなければならない。
４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

北九州市水道局浄水部浄水課

イ 日時 公告の日から平成１７年６月１日まで（日曜日
、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時
から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３
０分まで
(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。
(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区大手町１番１号

小倉北区役所庁舎西棟地下２階第一入札室
イ 日時 平成１７年５月１３日午後３時１５分
(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年５月６日までに競争参
加の申出書を北九州市水道局浄水部浄水課に提出しなけれ
ばならない。
(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年５月３１日午後５時までに必
着のこと。
(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年６月１日午後３時１５分
５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨
(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第５条第７項
各号のいずれかに該当する場合は、免除する。
イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規程の規定において準用する契約規則第２５条第６
項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除
する。
(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札
イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規程の規定において準用する契約規則第１２条各
号のいずれかに該当する入札
(4) 落札者の決定方法 契約規程の規定において準用する契
約規則第１３条第１項の規定により定められた予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札
者とする。
(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。
(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市水道局浄水部浄水課
〒８０３－８５１０ 北九州市小倉北区大手町１番１号
電話 ０９３－５８２－３１５５

６ Summary
(1) The contract item up for tender:
Power Supply to Yamanokami Relay Pumping Station
(2) Deadline of Tender (by hand):
３:１５p.m. １ June, ２００５
(3) Deadline of Tender（by mail):
５:００p.m. ３１ May, ２００５
(4) For further information, please contact:
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交 通 局

北九州市交通局管理規程第１号
北九州市交通局旅費規程の一部を改正する規程を次のように
定める。
平成１７年３月３０日

北九州市交通局長 木 下 伸 生
北九州市交通局旅費規程の一部を改正する規程
北九州市交通局旅費規程（昭和４５年北九州市交通局管理規
程第５号）の一部を次のように改正する。
第５条を削り、第６条を第５条とする。
付 則

１ この規程は、平成１７年４月１日から施行する。
２ 改正後の北九州市交通局旅費規程の規定は、この規程の施
行の日（以下「施行日」という。）以後に出発する旅行及び
施行日前に出発し、かつ、施行日以後に完了する旅行のうち
施行日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行の
うち施行日前の期間に対応する分及び施行日前に完了した旅
行については、なお従前の例による。

北九州市交通局管理規程第２号
北九州市交通局庁内管理規程の一部を改正する規程を次のよ
うに定める。
平成１７年３月３０日

北九州市交通局長 木 下 伸 生
北九州市交通局庁内管理規程の一部を改正する規程
北九州市交通局庁内管理規程（昭和５０年北九州市交通局管
理規程第４号）の一部を次のように改正する。
第３条の表中「第２条第１号及び第７号」の次に「、第１３
条」を加え、
「

管理補助者、室内第１２条第４号 管理補助者
管理者、守衛

市長（北九州市立 を
第１３条 大学にあっては学 交通局長

長）
」

「

に管理補助者、室内第１２条第４号 管理補助者
管理者、守衛

」
改める。
付 則
この規程は、平成１７年４月１日から施行する。

教育委員会

北九州市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規
則をここに公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市教育委員会
委員長 梅 本 靜 一

北九州市教育委員会規則第２号

北九州市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を
改正する規則
北九州市教育委員会事務局事務分掌規則（昭和４３年北九州
市教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。
第１条指導部の項に次のように加える。
指導第一課
指導第二課
第１条学校教育部の項を削る。
第２条指導部指導企画課庶務係の項第１号中「及び学校教育
部」を「（部内他課を含む。）」に改め、同条指導部の項に次
のように加える。
指導第一課
（１） 学校経営に関すること。
（２） 教育課程及び学習指導に関すること。
（３） 教職員の研修に関すること。
（４） 教科用図書その他の教材の取扱いに関するこ
と。

指導第二課
（１） 養護教育に関すること。
（２） 生徒指導に関すること。
（３） 学校における人権教育に関すること。
（４） 保健安全指導に関すること。

第２条学校教育部の項を削り、同条生涯学習部生涯学習課生
涯学習係の項第４号及び第５号中「同和教育」を「人権教育」
に改める。
第５条第２項第４号を削り、同項中第５号を第４号とする。
付 則
（施行期日）
１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。
（北九州市心身障害児就学指導委員会規則の一部改正）
２ 北九州市心身障害児就学指導委員会規則（昭和４９年北九
州市教育委員会規則第１７号）の一部を次のように改正する
。
第１０条中「教育委員会学校教育部指導第二課」を「教育
委員会指導部指導第二課」に改める。

北九州市教育機関事務分掌規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市教育委員会
委員長 梅 本 靜 一

北九州市教育委員会規則第３号
北九州市教育機関事務分掌規則の一部を改正する
規則
北九州市教育機関事務分掌規則（昭和５０年北九州市教育委
員会規則第１２号）の一部を次のように改正する。
第４条第２項中「、国際友好記念図書館、門司図書館」を削
り、「、八幡図書館及び戸畑図書館」を「及び八幡図書館」に
改める。
別表第１中
「
北九州市立もじ少年自然の 第３類 所長
家

を
北九州市立かぐめよし少年 第３類 所長
自然の家

」
「
北九州市立かぐめよし少年 第３類 所長
自然の家 に、
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」
「
北九州市立国際友好記念図 第３類 館長
書館

北九州市立門司図書館 第３類 館長

を北九州市立若松図書館 第３類 館長

北九州市立八幡図書館 第３類 館長

北九州市立戸畑図書館 第３類 館長
」

「
北九州市立若松図書館 第３類 館長

に
北九州市立八幡図書館 第３類 館長

」
改める。
別表第２中

を「もじ少年自然の家
かぐめよし少年自然の家」
「かぐめよし少年自然の家」に改め、
国際友好記念図書館
門司図書館

同表の若松図書館 の項中
八幡図書館
戸畑図書館

「国際友好記念図書館
門司図書館
若松図書館 を
八幡図書館
戸畑図書館 」
「若松図書館 に改め、同項第４号中「（国際友好記念図書館
八幡図書館」
を除く。）」を削り、同項第５号中「（ひまわり文庫にあって
は、国際友好記念図書館を除く。）」を削る。
付 則
この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市教育機関庁内管理規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市教育委員会
委員長 梅 本 靜 一

北九州市教育委員会規則第４号
北九州市教育機関庁内管理規則の一部を改正する
規則
北九州市教育機関庁内管理規則（昭和４７年北九州市教育委
員会規則第２２号）の一部を次のように改正する。
第３条の表の規則第１３条の項中「（北九州市立大学にあっ
ては、学長）」を削る。
付 則
この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市教職員身体検査審議会規則の一部を改正する規則を
ここに公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市教育委員会
委員長 梅 本 靜 一

北九州市教育委員会規則第５号
北九州市教職員身体検査審議会規則の一部を改正
する規則
北九州市教職員身体検査審議会規則（昭和４０年北九州市教
育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。
本則中「もつて」を「もって」に改める。
第２条中「（大学を除く。）」を削り、「および」を「及び
」に改める。
付 則
この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市学校施設の開放に関する規則の一部を改正する規則
をここに公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市教育委員会
委員長 梅 本 靜 一

北九州市教育委員会規則第６号
北九州市学校施設の開放に関する規則の一部を改
正する規則
北九州市学校施設の開放に関する規則（昭和５１年北九州市
教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。
第２条中「教育委員会」を「教育長」に改める。
第６条第２号中「（児童」の次に「（教育委員会が必要があ
ると認めるときは、校区外の児童を含む。）」を加える。
付 則
この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市文化財保護条例施行規則の一部を改正する規則をこ
こに公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市教育委員会
委員長 梅 本 靜 一

北九州市教育委員会規則第７号
北九州市文化財保護条例施行規則の一部を改正す
る規則
北九州市文化財保護条例施行規則（昭和４５年北九州市教育
委員会規則第１２号）の一部を次のように改正する。
本則、別表第１、第１号様式から第３号様式までの様式及び
第１０号様式中「あつては」を「あっては」に、「もつて」を

「な
「もって」に、「キヤビネ型」を「キャビネ型」に、 つ を

て」
「変 「変

「な
っ に、 を に、「知つた」を「知った」に改めわ わ

つ っ
た」 た」

て」

る。
第１５号様式の注書中「登記簿謄本」を「登記事項証明書」
に改める。
付 則
この規則は、公布の日から施行する。

北九州市奨学資金条例施行規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市教育委員会
委員長 梅 本 靜 一

北九州市教育委員会規則第８号
北九州市奨学資金条例施行規則の一部を改正する
規則
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北九州市奨学資金条例施行規則（昭和４５年北九州市教育委
員会規則第８号）の一部を次のように改正する。
別表第１の大学（大学院を含む。以下同じ。）在学中の奨学
生の項中
「 「
５３，０００円 ５４，０００円

を に
４４，０００円 ４５，０００円

」 」
改める。
別表第２の大学（正規の修学期間が２年以上であるものに限
る。）の第１学年に在学中の奨学生（緊急奨学生を除く。）の
項中
「 「
１２７，２００円 １２９，６００円

１０５，６００円 １０８，０００円
を に

２５４，４００円 ２５９，２００円

２１１，２００円 ２１６，０００円
」 」

改める。
付 則
（施行期日）
１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 平成１６年度以前に奨学生に採用された者に対する奨学金
の貸付金額は、改正後の別表第１及び別表第２の規定にかか
わらず、なお従前の例による。

北九州市教育委員会訓令第１号
庁中一般

北九州市教育委員会初任者研修実施規程の一部を改正する訓
令を次のように定める。
平成１７年３月３１日

北九州市教育委員会
委員長 梅 本 靜 一

北九州市教育委員会初任者研修実施規程の一部を
改正する訓令
北九州市教育委員会初任者研修実施規程（平成元年北九州市
教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。
第４条第１項第２号中「２日程度・少なくとも」を「１０時
間以上、」に、「６０日程度」を「３００時間以上」に改める
。
第５条第３項中「学校教育部長」を「指導部長」に改め、「
、指導部長」を削り、「学校教育部指導第一課長」を「指導部
指導第一課長」に改め、同条第４項中「学校教育部指導第一課
」を「指導部指導第一課」に改め、同条第６項中「学校教育部
指導第一課長」を「指導部指導第一課長」に改める。
第８条第３項中「校長及び教頭の指導の下に、」の次に「校
内指導教員を中心に、」を加える。
第９条の見出しを「（指導教員等）」に改め、同条第２項中
「指導教員を命じることができるようにするため」を削り、同
項を同条第５項とし、同条第３項中「初任者の所属する学校の
校長の指導監督を受けて、」の次に「校内指導教員、」を加え
、同条第１項中「指導教員」を「校長」に改め、「又は退職校
長・教頭・教諭」を削り、「原則として、当該学校の校長の意
見を聴いて、教育委員会が命じる」を「指導教員を選任する」
に改め、同項の次に次の１項を加える。

２ 校長は、組織的な初任者研修が行われるようにするため、
校内の連絡及び調整を図るコーディネーターとして校内指導
教員を置かなければならないものとする。
第１０条を削り、第１１条を第１０条とし、第１２条から第
１４条までを１条ずつ繰り上げる。
第１０条第１項中「指導教員及び教科指導員（以下「指導教
員等」という。）を命じることに伴い」を「初任者の校外研修
時の後補充として」に、「任命」を「委嘱」に、「指導教員等
」を「初任者」に改め、同項を同条第２項とし、同条に第１項
として次の１項を加える。
教育委員会は、配置が困難な学校が生じた場合は、非常勤
講師を委嘱し、初任者の指導及び助言にあたらせるため当該
学校に勤務することを命じるものとする。
第１１条の見出し中「及び教科指導員」を削り、同条中「等
」を削り、同条第２項中「学校教育部指導第一課」を「指導部
指導第一課」に改める。
付 則
この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。

市選挙管理委員会

北九州市選挙管理委員会告示第１７号
北九州市東部農業委員会及び北九州市西部農業委員会の選挙
された委員の全員の解任の請求に必要な選挙権を有する者の２
分の１の数は、次のとおりである。
平成１７年３月３１日

北九州市選挙管理委員会
委員長 森 脇 周 三

北九州市東部農業委員会 ３，４９６人
北九州市西部農業委員会 １，７６６人

北九州市選挙管理委員会告示第１８号
平成１７年１月３０日執行の北九州市議会議員一般選挙につ
き、各候補者の選挙運動に関する第２回以降の収支報告書の要
旨は次のとおりである。
平成１７年３月３１日

北九州市選挙管理委員会
委員長 森 脇 周 三
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公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨
１ 選挙の種類 平成１７年１月３０日執行 北九州市議会議員一般選挙 門司区選挙区
２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額 5,442,300 円
３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 上 田 唯 之 所属党派 自由民主党 平成１７年 ２月１７日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 小 川 重 治 平成１７年 ２月１７日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0
通信費 79,799

その他の寄附 0 件 0 交通費 0
印刷費 0
広告費 0

その他の収入 0 文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 13,192

今 回 計 0 今 回 計 92,991
前 回 計 4,550,000 前 回 計 2,818,594
総 計 4,550,000 総 計 2,911,585

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ２月２１日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 中 島 慎 一 所属党派 自由民主党 平成１７年 ２月１９日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 岡 山 光 彦 平成１７年 ２月１９日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0
通信費 35,697

その他の寄附 0 件 0 交通費 0
印刷費 0
広告費 0

その他の収入 0 文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 0

今 回 計 0 今 回 計 35,697
前 回 計 4,000,000 前 回 計 3,761,077
総 計 4,000,000 総 計 3,796,774

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ２月２４日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 上 田 唯 之 所属党派 自由民主党 平成１７年 ２月２５日から
期間 第３回分

出納責任者氏名 小 川 重 治 平成１７年 ２月２５日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0
通信費 0

その他の寄附 0 件 0 交通費 0
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印刷費 0
広告費 0

その他の収入 0 文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 1,722

今 回 計 0 今 回 計 1,722
前 回 計 4,550,000 前 回 計 2,911,585
総 計 4,550,000 総 計 2,913,307

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ２月２８日 第３回報告分

候 補 者 氏 名 川 端 耕 一 所属党派 無 所 属 平成１７年 ２月２６日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 川 端 和 美 平成１７年 ２月２８日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 22,400

0 円 選挙事務所費 22,400
集合会場費 0
通信費 53,828

その他の寄附 0 件 0 交通費 0
印刷費 0
広告費 0

その他の収入 0 文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 10,120

今 回 計 0 今 回 計 86,348
前 回 計 1,523,000 前 回 計 1,620,788
総 計 1,523,000 総 計 1,707,136

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ２日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 安 藤 正 道 所属党派 民 主 党 平成１７年 ３月１０日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 木 村 信 次 平成１７年 ３月１０日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0
通信費 90,057

その他の寄附 0 件 0 交通費 0
印刷費 0
広告費 0

その他の収入 0 文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 0

今 回 計 0 今 回 計 90,057
前 回 計 2,253,291 前 回 計 2,248,331
総 計 2,253,291 総 計 2,338,388

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月１４日 第２回報告分

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨
１ 選挙の種類 平成１７年１月３０日執行 北九州市議会議員一般選挙 小倉北区選挙区
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２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額 5,415,300 円
３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 平 山 政 智 所属党派 自由民主党 平成１７年 ２月 ２１日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 齊 藤 久 美 男 平成１７年 ２月 ２１日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 0
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 12,600

今 回 計 0 今 回 計 12,600
前 回 計 4,240,000 前 回 計 3,695,929
総 計 4,240,000 総 計 3,708,529

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ２月 ２４日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 木 村 優 一 所属党派 公 明 党 平成１７年 ２月２１日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 麦 田 十 身 男 平成１７年 ２月２８日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 52,613
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 39,854

今 回 計 0 今 回 計 92,467
前 回 計 2,410,000 前 回 計 3,073,557
総 計 2,410,000 総 計 3,166,024

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ２月２８日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 大 串 由 美 所属党派 平成１７年 ２月２８日からふくおかネットワーク
期間 第２回分

出納責任者氏名 野 田 邦 子 平成１７年 ２月２８日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 11,034

0 円 選挙事務所費 11,034
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 56,513
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 57,750
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文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 0

今 回 計 0 今 回 計 125,297
前 回 計 2,466,000 前 回 計 1,023,921
総 計 2,466,000 総 計 1,149,218

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ２日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 木 村 年 伸 所属党派 自由民主党 平成１７年 ２月２５日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 矢 野 芳 己 平成１７年 ２月２８日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 36,750

0 円 選挙事務所費 36,750
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 0
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 180,000
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 0

今 回 計 0 今 回 計 216,750
前 回 計 5,118,485 前 回 計 3,004,714
総 計 5,118,485 総 計 3,221,464

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ２日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 長 野 敏 彦 所属党派 社会民主党 平成１７年 ２月２８日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 蒲 池 勝 則 平成１７年 ２月２８日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 77,563
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 12,147

今 回 計 0 今 回 計 89,710
前 回 計 3,160,000 前 回 計 3,001,462
総 計 3,160,000 総 計 3,091,172

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ３日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 世 良 俊 明 所属党派 民 主 党 平成１７年 ３月 ２日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 篠 田 純 子 平成１７年 ３月 ２日まで

（収入） （支出）
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主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 15,730
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 13,280

今 回 計 0 今 回 計 29,010
前 回 計 3,900,000 前 回 計 3,675,725
総 計 3,900,000 総 計 3,704,735

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ４日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 平 山 政 智 所属党派 自由民主党 平成１７年 ３月 １日から
期間 第３回分

出納責任者氏名 齊 藤 久 美 男 平成１７年 ３月 １日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 102,246
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 1,844

今 回 計 0 今 回 計 104,090
前 回 計 4,240,000 前 回 計 3,708,529
総 計 4,240,000 総 計 3,812,619

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ７日 第３回報告分

候 補 者 氏 名 木 村 年 伸 所属党派 自由民主党 平成１７年 ３月１１日から
期間 第３回分

出納責任者氏名 矢 野 芳 己 平成１７年 ３月１５日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 73,500

0 円 選挙事務所費 73,500
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 0
交通費 0
印刷費 95,000

その他の収入 0 広告費 365,250
文具費 0
食糧費 237,600
休泊費 0
雑 費 32,389

今 回 計 0 今 回 計 803,739
前 回 計 5,118,485 前 回 計 3,221,464
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総 計 5,118,485 総 計 4,025,203

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月１７日 第３回報告分

候 補 者 氏 名 平 山 政 智 所属党派 自由民主党 平成１７年 ３月１４日から
期間 第４回分

出納責任者氏名 齊 藤 久 美 男 平成１７年 ３月１４日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 0
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 32,083

今 回 計 0 今 回 計 32,083
前 回 計 4,240,000 前 回 計 3,812,619
総 計 4,240,000 総 計 3,844,702

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月１８日 第４回報告分

候 補 者 氏 名 世 良 俊 明 所属党派 民 主 党 平成１７年 ３月２３日から
期間 第３回分

出納責任者氏名 篠 田 純 子 平成１７年 ３月２３日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 0
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 1,620

今 回 計 0 今 回 計 1,620
前 回 計 3,900,000 前 回 計 3,704,735
総 計 3,900,000 総 計 3,706,355

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月２３日 第３回報告分

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨
１ 選挙の種類 平成１７年１月３０日執行 北九州市議会議員一般選挙 小倉南区選挙区
２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額 6,029,200 円
３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 吉 河 節 郎 所属党派 公 明 党 平成１７年 ３月 ３日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 南 守 平成１７年 ３月 ４日まで

（収入） （支出）
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主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0
通信費 45,483

その他の寄附 0 件 0 交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 45,782

今 回 計 0 今 回 計 91,265
前 回 計 2,760,000 前 回 計 2,501,344
総 計 2,760,000 総 計 2,592,609

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ８日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 森 浩 明 所属党派 無 所 属 平成１７年 ３月１０日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 森 結 実 子 平成１７年 ３月１０日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0

0円 選挙事務所費 0
集合会場費 0
通信費 27,225

その他の寄附 0 件 0 交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 0

今 回 計 0 今 回 計 27,225
前 回 計 2,000,000 前 回 計 1,755,389
総 計 2,000,000 総 計 1,782,614

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月１１日 第２回報告分

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨
１ 選挙の種類 平成１７年１月３０日執行 北九州市議会議員一般選挙 八幡西区選挙区
２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額 5,773,800 円
３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 田 仲 一 雅 所属党派 無 所 属 平成１７年 ２月１５日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 松 本 信 子 平成１７年 ２月１５日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業）（寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 0
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 23,962
食糧費 0
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休泊費 0
雑 費 0

今 回 計 0 今 回 計 23,962
前 回 計 2,225,500 前 回 計 2,867,820
総 計 2,225,500 総 計 2,891,782

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ２月２２日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 田 仲 一 雅 所属党派 無 所 属 平成１７年 ２月２８日から
期間 第３回分

出納責任者氏名 松 本 信 子 平成１７年 ２月２８日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業）（寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 14,589
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 2,583

今 回 計 0 今 回 計 17,172
前 回 計 2,225,500 前 回 計 2,891,782
総 計 2,225,500 総 計 2,908,954

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ２日 第３回報告分

候 補 者 氏 名 佐 々 木 健 五 所属党派 自由民主党 平成１７年 ３月 ２日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 白 石 孝 幸 平成１７年 ３月 ２日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0
（氏名・団体名） （職業）（寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 0
交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 48,794

今 回 計 0 今 回 計 48,794
前 回 計 4,200,000 前 回 計 3,483,398
総 計 4,200,000 総 計 3,532,192

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ７日 第２回報告分

候 補 者 氏 名 田 仲 一 雅 所属党派 無 所 属 平成１７年 ３月１５日から
期間 第４回分

出納責任者氏名 松 本 信 子 平成１７年 ３月１５日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0
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（氏名・団体名） （職業）（寄附額） 家屋費 0
0 円 選挙事務所費 0

集合会場費 0
その他の寄附 0 件 0 通信費 5,708

交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 0

今 回 計 0 今 回 計 5,708
前 回 計 2,225,500 前 回 計 2,908,954
総 計 2,225,500 総 計 2,914,662

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月１６日 第４回報告分

候 補 者 氏 名 佐 々 木 健 五 所属党派 自由民主党 平成１７年 ３月１７日から
期間 第３回分

出納責任者氏名 白 石 孝 幸 平成１７年 ３月１７日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0
（氏名・団体名） （職業）（寄附額） 家屋費 0

0 円 選挙事務所費 0
集合会場費 0

その他の寄附 0 件 0 通信費 211,610
交通費 0
印刷費 140,000

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
休泊費 0
雑 費 0

今 回 計 0 今 回 計 351,610
前 回 計 4,200,000 前 回 計 3,532,192
総 計 4,200,000 総 計 3,883,802

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月１８日 第３回報告分

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨
１ 選挙の種類 平成１７年１月３０日執行 北九州市議会議員一般選挙 戸畑区選挙区
２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額 5,270,700 円
３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 河 田 圭 一 郎 所属党派 無 所 属 平成１７年 ２月２７日から
期間 第２回分

出納責任者氏名 形 井 徳 洋 平成１７年 ３月 ４日まで

（収入） （支出）
主たる寄附 人件費 0 円
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 0
河田琢郎 無職 18,524円 選挙事務所費 0

集合会場費 0
その他の寄附 0 件 0 通信費 110,527

交通費 0
印刷費 0

その他の収入 0 広告費 0
文具費 0
食糧費 0
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休泊費 0
雑 費 18,524

今 回 計 18,524 今 回 計 129,051
前 回 計 500,000 前 回 計 405,345
総 計 518,524 総 計 534,396

報 告 書 受 理 年 月 日 平成１７年 ３月 ４日 第２回報告分

人事委員会

北九州市監理職員等の範囲を定める規則及び職員の昇任に関
する規則の一部を改正する規則
平成１７年３月２５日

北九州市人事委員会
委員長 柿 本 芳 雄

北九州市人事委員会規則第５号
北九州市管理職員等の範囲を定める規則及び職員
の昇任に関する規則の一部を改正する規則
（北九州市管理職員等の範囲を定める規則の一部改正）
第１条 北九州市管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年
北九州市人事委員会規則第１７号）の一部を次のように改正
する。
別表中
「
保育所 所長

北九州市立 学長 教授 人事委員会が大学と
大学 協議して定める者に

限る。
を

副学長 部長 学部長 大学院社
会システム研究科長 大学院国際環
境工学研究科長 全学教務主事 所
長 事務局長 事務局次長 参事
課長

」
「
保育所 所長 に

」
改める。
（職員の昇任に関する規則の一部改正）
第２条 職員の昇任に関する規則（昭和４３年北九州市人事委
員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

別表第１の（１） 行政職の表の の項６等級の一般事務員
一般技術員

欄中 を「区次長」に、同項７等級の欄中
「区次長
大学事務局次長」

を「環境科学研究所長」に改める。
「環境科学研究所長
大学事務局長 」
付 則
この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

給料表の適用範囲に関する規則等の一部を改正する規則をこ
こに公布する。
平成１７年３月２５日

北九州市人事委員会
委員長 柿 本 芳 雄

北九州市人事委員会規則第６号
給料表の適用範囲に関する規則等の一部を改正す
る規則
（給料表の適用範囲に関する規則の一部改正）
第１条 給料表の適用範囲に関する規則（昭和４１年北九州市
人事委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。
第３条を次のように改める。
第３条 削除
第４条の見出し並びに同条第１項各号列記以外の部分及び
第２項中「教育職給料表（２）」を「教育職給料表（１）」
に改める。
第５条の見出し並びに同条第１項及び第２項中「教育職給
料表（３）」を「教育職給料表（２）」に改める。
（職務の級別分類に関する規則の一部改正）
第２条 職務の級別分類に関する規則（昭和４１年北九州市人
事委員会規則第１０号）の一部を次のように改正する。
本則各号列記以外の部分中「次の各号に」を「次に」に改
め、本則第５号を削り、本則第６号中「別表第６」を「別表
第５」に改め、同号を本則第５号とし、本則第７号中「別表
第７」を「別表第６」に改め、同号を本則第６号とし、本則
第８号中「別表第８」を「別表第７」に改め、同号を本則第
７号とし、本則第９号中「別表第９」を「別表第８」に改め
、同号を本則第８号とする。
別表第１の備考中「別表第６から別表第９まで」を「別表
第５から別表第８まで」に改める。
別表第３を削る。
別表第４中「教育職給料表（２）級別職務分類表」を「教
育職給料表（１）級別職務分類表」に改め、同表を別表第３
とする。
別表第５中「教育職給料表（３）級別職務分類表」を「教
育職給料表（２）級別職務分類表」に改め、同表を別表第４
とし、別表第６から別表第９までを１表ずつ繰り上げる。
（初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）
第３条 初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和４１年北九
州市人事委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する
。
第３条第１項第１号ウを削り、同号エ中「教育職給料表（
２）」を「教育職給料表（１）」に改め、同号エを同号ウと
し、同号オ中「教育職給料表（３）」を「教育職給料表（２
）」に改め、同号中オをエとし、カからケまでをオからクま
でとする。
第４条各号列記以外の部分中「次の各号に」を「次に」に
改め、同条第３号中「（その者の属する職務の級が、教育職
給料表（１）の２級である職員のうち人事委員会の定めるも
のについては、人事委員会の定める号給）」を削る。
第５条各号列記以外の部分中「次の各号に」を「次に」に
改め、同条第５号を削り、同条第６号中「別表第６」を「別
表第５」に改め、同号を同条第５号とし、同条第７号中「別
表第７」を「別表第６」に改め、同号を同条第６号とし、同
条第８号中「別表第８」を「別表第７」に改め、同号を同条
第７号とし、同条第９号中「別表第９」を「別表第８」に改
め、同号を同条第８号とする。
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第６条第１項中「別表第１０」を「別表第９」に改める
。
第７条中「別表第１１」を「別表第１０」に改める。
第８条第１項各号列記以外の部分中「別表第１２」を「別
表第１１」に改め、同項第２号中「第５条第４号」を「第５
条第３号」に改め、同項第３号中「第５条第３号及び第５号
から第９号まで」を「第５条第４号から第８号まで」に、「
第５条第８号」を「第５条第７号」に改め、同条第２項中「
別表第１３」を「別表第１２」に改める。
第１５条第１項各号列記以外の部分中「別表第１４」を「
別表第１３」に改め、同項第２号中「別表第１５」を「別表
第１４」に改め、同条第５項中「教育職給料表（２）の職務
」を「教育職給料表（１）の職務」に、「教育職給料表（３
）の職務」を「教育職給料表（２）の職務」に、「教育職給
料表（２）の備考第２項」を「教育職給料表（１）の備考第
２項」に、「教育職給料表（３）の備考第２項」を「教育職
給料表（２）の備考第２項」に改める。
第１７条第２項中「教育職給料表（２）の職務」を「教育
職給料表（１）の職務」に、「教育職給料表（３）の職務」
を「教育職給料表（２）の職務」に、「教育職給料表（２）
の備考第２項」を「教育職給料表（１）の備考第２項」に、
「教育職給料表（３）の備考第２項」を「教育職給料表（２
）の備考第２項」に改める。
第２０条第１項第１号中「別表第９」を「別表第８」に
改める。
第２３条の２中「教育職給料表（１）又は」を削る。
別表第３を削る。
別表第４中「教育職給料表（２）初任給基準表」を「教育
職給料表（１）初任給基準表」に改め、同表を別表第３とす
る。
別表第５中「教育職給料表（３）初任給基準表」を「教育
職給料表（２）初任給基準表」に改め、同表を別表第４とし
、別表第６から別表第１３までを１表ずつ繰り上げる。
別表第１４中
「
教 育 職 給 料 表 ( 1 ) ２級

教 育 職 給 料 表 ( 2 ) ３級 を

教 育 職 給 料 表 ( 3 ) ３級
」

「
教 育 職 給 料 表 ( 1 ) ３級

に
教 育 職 給 料 表 ( 2 ) ３級

」
改め、同表を別表第１３とする。
別表第１５中
「

号給 号給 号給教育職給料表（１） 14 9 12

教育職給料表（２） 24 11 を号給 号給

号給教育職給料表（３） 25
」

「
号給 号給教育職給料表（１） 24 11

に
号給教育職給料表（２） 25

」

改め、同表を別表第１４とする。
（北九州市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の
施行に伴う昇給停止に関する経過措置等を定める規則の一部
改正）
第４条 北九州市職員の給与に関する条例の一部を改正する条
例の施行に伴う昇給停止に関する経過措置等を定める規則（
平成１３年北九州市人事委員会規則第３号）の一部を次のよ
うに改正する。
第２条中「教育職給料表（１）又は」を削る。
付 則
（施行期日）
１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。
（職員の昇任に関する規則の一部改正）
２ 職員の昇任に関する規則（昭和４３年北九州市人事委員会
規則第１号）の一部を次のように改正する。
別表第２の（１） 行政職の表備考第５項中「別表第１０
」を「別表第９」に、「別表第１１」を「別表第１０」に改
める。

職員の分限に関する規則及び職員の懲戒の手続及び効果に関
する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成１７年３月２５日

北九州市人事委員会
委員長 柿 本 芳 雄

北九州市人事委員会規則第７号
職員の分限に関する規則及び職員の懲戒の手続及
び効果に関する規則の一部を改正する規則
（職員の分限に関する規則の一部改正）
第１条 職員の分限に関する規則（昭和３８年北九州市人事委
員会規則第１２号）の一部を次のように改正する。
本則中「もつて」を「もって」に、「あつた」を「あった
」に、「かわつて」を「かわって」に改める。
様式中
「（注） 地方公務員法第４９条の２及び第４９条の３
の規定により、この処分のあったことを知った日
の翌日から起算して６０日以内に、人事委員会に を
対して、この処分の不服申立てをすることができ
る。 」

「（注）１ 地方公務員法第４９条の２及び第４９条の
３の規定により、この処分のあったことを知
った日の翌日から起算して６０日以内に、人
事委員会に対して、この処分の不服申立てを
することができる。
２ 行政事件訴訟法第１１条及び第１４条の規
定により、不服申立てに対する裁決又は決定
（以下「裁決等」という。）があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、
北九州市を被告として（訴訟において市を代
表する者は となる。）、この
処分の取消しの訴えを提起することができる
。
なお、地方公務員法第５１条の２及び行政 に
事件訴訟法第８条の規定により、処分の取消
しの訴えは、上記１の不服申立てに対する裁
決等を経た後でなければ、提起することがで
きないが、次の①から③までのいずれかに該
当するときは、不服申立てに対する裁決等を
経ないで処分の取消しの訴えを提起すること
ができる。①不服申立てがあった日から３箇
月を経過しても裁決等がないとき。②処分、
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処分の執行又は手続の続行により生ずる著し
い損害を避けるため緊急の必要があるとき。
③その他裁決等を経ないことにつき正当な理
由があるとき。 」

改める。
（職員の懲戒の手続及び効果に関する規則の一部改正）
第２条 職員の懲戒の手続及び効果に関する規則（昭和３８年
北九州市人事委員会規則第１３号）の一部を次のように改正
する。
本則中「もつて」を「もって」に改める。
様式中
「（注） 地方公務員法第４９条の２及び第４９条の３
の規定により、この処分のあったことを知った日

を
の翌日から起算して６０日以内に、人事委員会に
対して、この処分の不服申立てをすることができ
る。 」

「（注）１ 地方公務員法第４９条の２及び第４９条の
３の規定により、この処分のあったことを知
った日の翌日から起算して６０日以内に、人
事委員会に対して、この処分の不服申立てを
することができる。
２ 行政事件訴訟法第１１条及び第１４条の規
定により、不服申立てに対する裁決又は決定
（以下「裁決等」という。）があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、
北九州市を被告として（訴訟において市を代
表する者は となる。）、この
処分の取消しの訴えを提起することができる
。
なお、地方公務員法第５１条の２及び行政 に
事件訴訟法第８条の規定により、処分の取消
しの訴えは、上記１の不服申立てに対する裁
決等を経た後でなければ、提起することがで
きないが、次の①から③までのいずれかに該
当するときは、不服申立てに対する裁決等を
経ないで処分の取消しの訴えを提起すること
ができる。①不服申立てがあった日から３箇
月を経過しても裁決等がないとき。②処分、
処分の執行又は手続の続行により生ずる著し
い損害を避けるため緊急の必要があるとき。
③その他裁決等を経ないことにつき正当な理
由があるとき。 」

改める。
付 則
この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市監理職員等の範囲を定める規則及び職員の昇任に関
する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市人事委員会
委員長 柿 本 芳 雄

北九州市人事委員会規則第８号
北九州市管理職員等の範囲を定める規則及び職員
の昇任に関する規則の一部を改正する規則
（北九州市管理職員等の範囲を定める規則の一部改正）
第１条 北九州市管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年
北九州市人事委員会規則第１７号）の一部を次のように改正
する。
別表の市長部局の本庁（会計室を含む。）の項中「港湾局
」を「港湾空港局」に改め、同表の市長部局の項中

「
斎場 場長

を
食品衛生検査所 所長

」
「
斎場 場長 に

」
改める。
（職員の昇任に関する規則の一部改正）
第２条 職員の昇任に関する規則（昭和４３年北九州市人事委
員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

の項４等級の別表第１の（１） 行政職の表の
一般事務員
一般技術員
「地域交流センター次長

欄中「地域交流センター次長」を
産業廃棄物対策室次長」

「東京事務に改め、同項５等級の欄中「東京事務所次長」を
市民セン

「環境首都推進室
所次長 「環境産業政策室次長 環境産業政策室に、 を
ター室長」 環境国際協力室長 」 環境国際協力室

産業廃棄物対策
長

に、 を「渡船事業所長」に改め
長 「渡船事業所長
長 門司港レトロ室長」
室長」

、同項６等級の欄中 を「総合「総合保健福祉センター次長
環境産業政策室長 」

保健福祉センター次長」に改める。

の項２等級の欄別表第１の（３） 医事職の表の
医師
歯科医師

中「保健医療課予防係長」を「保健衛生課予防係長」に改め
「（医療課長）「（保健医療課長）

、同項３等級の欄中 を （健康推進課
（保健衛生課

（生活衛生課長）」

長） に改める。
長）」

診療放射線技師別表第１の（４） 医療技術職の表の
診療エックス線技師

の項４等級の欄中「（保健医療課予防係長）」を「（保健衛
生課予防係長）」に改める。
別表第１の（６） 技能労務職の表の電話交換手、ボート
整備工、技能手、海員、地域交流センター管理員、一種業務
員、（斎場業務員を除く。）、保育所調理員、医療技術補助
員、校務員、学校給食調理士の項中、医療技術補助員を削る
。
付 則
この規則は、平成１７年４月１日より施行する。

公益法人等への北九州市職員の派遣等に関する規則の一部を
改正する規則をここに公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市人事委員会
委員長 柿 本 芳 雄

北九州市人事委員会規則第９号
公益法人等への北九州市職員の派遣等に関する規
則の一部を改正する規則
公益法人等への北九州市職員への北九州市職員の派遣等に関
する規則（平成１４年北九州市人事委員会規則第１６号）の一
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部を次のように改正する。
第２条中「第４号」を「第５号」に改める。
別表第１の条例第２条第１項第１号の人事委員会規則で定め

「財団る法人の項中「財団法人国際東アジア研究センター」を
財団

に、「財団法人福岡県建築法人国際東アジア研究センター
法人地方公務員安全衛生推進協会」

住宅センター」を に「財団法人福岡県建築住宅センター
財団法人福岡県中小企業振興センター」

改め、同表中
「
条例第２条第１ 北九州市住宅供給公社
項第４号の人事 北九州市土地開発公社
委員会規則で定 黒崎駅西地区市街地再開発組合
める法人 社会福祉法人北九州市社会福祉協

議会 を
社会福祉法人北九州市福祉事業団
独立行政法人都市再生機構
日本下水道事業団
福岡北九州高速道路公社

」
「
条例第２条第１ 公立大学法人北九州市立大学
項第４号の人事
委員会規則で定
める法人

条例第２条第１ 北九州市住宅供給公社
項第５号の人事 北九州市土地開発公社
委員会規則で定 黒崎駅西地区市街地再開発組合 に
める法人 社会福祉法人北九州市社会福祉協

議会
社会福祉法人北九州市福祉事業団
独立行政法人都市再生機構
日本下水道事業団
福岡北九州高速道路公社

」
改める。
別表第２の条例第１０条第１号の人事委員会規則で定める株

「北九州高速鉄道式会社の項中「北九州高速鉄道株式会社」を
北九州埠頭株式

に改める。株式会社
会社 」
付 則
この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を
ここに公布する。
平成１７年３月３１日

北九州市人事委員会
委員長 柿 本 芳 雄

北九州市人事委員会規則第１０号
初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正
する規則

第１条 初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和４１年北九
州市人事委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する
。
付則に次の１項を加える。
（平成１７年３月３１日に退職する職員の特別昇給）
２４ 平成１７年３月３１日に職員が北九州市職員退職手当

支給条例付則第８項の規定の適用を受けて退職する場合に
は、条例第８条第５項若しくは第８項本文又はこの規則第
２２条の規定にかかわらず、当該退職の日に直近上位の給
料月額に昇給させることができる。
第２条 初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を次のよう
に改正する。
第２７条を次のように改める。
第２７条 削除
第２８条各号列記以外の部分中「、第２５条又は前条」を
「又は第２５条」に改め、同条第３号を削る。
付則第２２項中「北九州市職員退職手当支給条例」の次に
「（昭和３８年北九州市条例第２５号）」を加える。
付則第２４項を付則第２３項とする。
付 則
この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定
中第２７条、第２８条及び付則第２２項の改正規定は平成１７
年４月１日から、付則第２４項を付則第２３項とする改正規定
は平成１８年４月１日から施行する。




